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中小サービス業は、限りある人材や設備などの経営資源を上手に活かしながら、競争力を維持・
向上させていく必要があり、他社との差別化や付加価値の高いサービス・製品の提供が求められる。
そこで、第Ⅲ編第1章では、都内中小サービス業の競争力強化への取組に注目し、競争力向上のた
めに何を実施しているのかを分析した。また第２章では、都内中小サービス業のイノベーションへ
の取組について、業務の効率化・合理化や新サービス・新製品開発（大幅に改良したサービス・製
品を含む）の状況、さらにこれらの取組と業績との関係を分析した。

【第Ⅲ編のポイント】
第1章　都内中小サービス業の競争力強化への取組
・�競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「専門性の向上」、「人脈・ネットワーク力の向上」

がともに3割を占める。

・競争力向上に取り組まない理由（複数回答）は、「必要性を感じていない」が3割を占め、「売上増

加が見込めない」が2割程度、「人手が不足」が１割を占める。

・�売上高増加企業が競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「人脈・ネットワーク力

の向上」、「顧客ニーズの把握」、「専門性の向上」がいずれも４割を占める。

・売上高減少企業が競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「専門性の向上」が3割

を超える。

・増益企業が競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「人脈・ネットワーク力の向上」、

「サービス・製品の質の向上」、「専門性の向上」がいずれも４割を超える。

・�減益企業が競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「専門性の向上」、「顧客ニーズ

の把握」、「新規顧客の開拓」、「サービス・製品の質の向上」がいずれも3割を超える。

・�業種別・従業者規模別・売上高増減別に競争力向上への取組（複数回答）をみると、売上増加企業

の実施割合から売上減少企業の実施割合を引いた値が最大となる取組は、事業サービス業では、す

べての従業者規模において「人脈・ネットワーク力の向上」である。

・�業種別・従業者規模別・増益減益別に競争力向上への取組（複数回答）をみると、増益企業の実施

割合から減益企業の実施割合を引いた値が最大となる取組は、情報・コンテンツ業では、１〜2人

と回答した企業は「人脈・ネットワーク力の向上」、3〜29人と回答した企業は「自社ブランドの

構築・確立」、30人以上と回答した企業は「Web等、広告宣伝の充実」である。

第２章　都内中小サービス業のイノベーションへの取組
・�業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、「業務プロセスの見直し・自動化」が４割程度。

・売上高増加企業の業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、「業務プロセスの見直し・

自動化」が５割程度。
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・売上高減少企業の業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、「業務プロセスの見直し・

自動化」が約3割。

・増益企業の業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、「業務プロセスの見直し・自動化」

が５割程度。

・減益企業の業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、「業務プロセスの見直し・自動化」

が４割程度。

・�新サービス・新製品開発への取組は、「取り組んでいない（必要性を感じていない）」が５割を超え、

「取り組んだ・取り組んでいる」は2割を超える。

・新サービス・新製品開発への取組を競争力向上への取組の実施有無別にみると、競争力向上への取

組ありと回答した企業では「取り組んだ・取り組んでいる」が2割を占める。

・新サービス・新製品開発への取組を業種別・従業者規模別・売上増減別にみると、事業サービス業

の30人以上と回答した企業を除き「取り組んだ・取り組んでいる」では売上高増加企業が売上減

少企業を上回る。

・新サービス・新製品開発への取組を業種別・従業者規模別・増益減益別にみると、情報・コンテン

ツ業の１〜2人と回答した企業を除き「取り組んだ・取り組んでいる」は増益企業が減益企業を上

回る。

・新サービス・新製品の提供・販売状況は、「顧客に提供・販売している」が６割を占める。

・新サービス・新製品の年間売上高に占める割合は、「20％未満」が５割を超える。
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第1節　競争力向上への取組　

1　競争力向上のために実施している取組　
競争力向上に向けて実施している取組（複数回答）は、全体でみると「専門性の向上」（36.8％）が最も高く、

「人脈・ネットワーク力の向上」（34.1％）、「顧客ニーズの把握」（32.7％）、「サービス・製品の質の向上」（31.0％）

の順で続く。

業種別にみると、他の業種に比べて情報・コンテンツ業では「人脈・ネットワーク力の向上」（43.5％）、専門サー

ビス業は「専門性の向上」（46.5％）が高く、ともに4割を占める。また、技術サービス業は「難注文への対応」

（20.1％）が2割を超え高く、事業サービス業は「サービス・製品の質の向上」（34.7％）が3割を占める。

特定10業種別にみると、法律事務所では「専門性の向上」（63.8％）が6割を占める。経営コンサルタント業

では「人脈・ネットワーク力の向上」（53.8％）が5割を占め、自動車整備業は「サービス・製品の質の向上」（41.2％）

が4割を超える。デザイン業では「積極的な顧客とのコミュニケーション」（38.2％）と「サービス・製品の質

の向上」（38.2％）が4割程度を占める。

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「人脈・ネットワーク力の向上」、「顧客ニーズの把握」、

「サービス・製品の質の向上」、「業務の効率化・合理化」、「新たな市場の開拓」、「自社ブランドの構築・確立」、「独

自サービス・製品の提供」、「他企業等との連携」が高くなる傾向がみられる。

年間売上高増減別（3年前）にみると、3年前と比べて年間売上高が増加したと回答した企業ほど「人脈・ネッ

トワーク力の向上」と「業務の効率化・合理化」が高くなる傾向がみられる。

売上高経常利益率別にみると、黒字と回答した企業は「Web等、広告宣伝の充実」、「新たな市場の開拓」、「難

注文への対応」、「特になし」を除き、赤字と回答した企業を上回る。

経常損益の変化別（3年前）にみると、増益と回答した企業では「特になし」を除き横ばい、減益と回答し

た企業に比べて高い。

代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が低くなるほど「自社ブランドの構築・確立」、「独自サービス・製

品の提供」、「他企業等との連携」が高くなる傾向がみられる。

第1章 都内中小サービス業の競争力強化への取組　
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図表Ⅲ-1-1　競争力向上のために実施している取組

　

建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 土地家屋調査士事務所
自動車整備業
法律事務所
映像情報制作・配給業

税理士事務所
ソフトウェア業
建築設計業
デザイン業
経営コンサルタント業

特
定
　
業
種
別

10

60～64歳
65～69歳
70歳以上

40歳未満
40歳代
50歳代

代
表
者
の
年
齢
別

事業継続
廃業の予定
わからない・まだ決めていない

事
業
継
承

意
向
別

黒字
赤字
増益
横ばい
減益

経
常
損
益
の

変
化
別（
　
年
前
）

3

売
上
高
経
常

利
益
率
別

人
脈・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

力
の
向
上

W
e
b
等
、広
告
宣

伝
の
充
実

企
画
提
案
力・情
報

提
供
力
の
向
上

提
供
時
間・処
理
時
間・

納
期
の
短
縮

サ
ー
ビ
ス・製
品
の

質
の
向
上

独
自
サ
ー
ビ
ス・

製
品
の
提
供

難
注
文
への
対
応

専
門
性
の
向
上

顧
客
ニ
ー
ズ
の
把
握

新
規
顧
客
の
開
拓

新
た
な
市
場
の
開
拓

積
極
的
な
顧
客
と
の

コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン

顧
客
サ
ポ
ー
ト
や
附
随

的
サ
ー
ビ
ス （
ア
フ
タ
ー

ケ
ア
等
）の
充
実

自
社
ブ
ラ
ン
ド
の
構
築・

確
立

特
に
な
し

そ
の
他

業
務
の
効
率
化・

合
理
化

他
企
業
等
と
の
連
携

研
究
開
発
の
強
化

無
回
答

（複数回答：％）

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業

1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上
大幅（10％以上）増加
やや（10％未満）増加
ほぼ（±5％未満）横ばい
やや（10％未満）減少
大幅（10％以上）減少

n

従
業
者
規
模
別

年
間
売
上
高
増
減
別

（
３
年
前
）

業
　
種
　
別

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2,26334.1 13.2 32.7 18.0 26.8 12.4 29.2 14.0 10.0 10.8 31.0 11.9 14.8 36.8 4.0 8.0 17.7 0.7 14.9 2.4
52043.5 18.3 37.3 28.3 34.4 19.0 32.3 14.4 15.6 7.9 33.8 17.5 14.6 31.7 6.0 11.5 19.0 1.2 10.2 2.1
85134.1 11.4 33.6 17.6 25.4 8.9 30.6 14.9 8.5 11.8 28.0 9.6 12.8 46.5 3.9 7.5 18.2 0.8 14.3 2.1
38831.4 9.8 26.0 18.3 22.7 9.8 25.0 11.6 9.5 13.1 29.6 10.3 20.1 42.8 3.6 9.0 18.8 0.5 17.0 1.5
49326.2 13.6 31.2 7.5 24.9 12.8 26.8 13.8 7.3 10.5 34.7 11.0 14.6 21.3 2.0 4.5 15.0 0.0 19.3 3.7
26725.5 6.0 32.2 6.0 19.9 2.2 25.1 18.7 2.6 4.5 23.6 6.7 7.5 49.8 1.5 5.6 16.1 0.7 17.2 2.6
26245.4 13.7 38.9 21.8 33.2 17.9 34.7 15.6 14.1 4.6 34.0 19.5 11.8 31.7 8.0 14.5 19.5 1.5 8.4 1.5
18635.5 8.1 22.0 21.5 24.2 9.1 23.7 11.3 11.3 11.3 28.0 8.1 15.6 47.3 3.2 9.1 15.1 0.5 17.2 1.6
12329.3 16.3 27.6 30.9 26.8 8.9 38.2 8.9 19.5 22.8 38.2 9.8 21.1 35.8 6.5 5.7 19.5 2.4 13.8 2.4
10653.8 18.9 40.6 33.0 34.0 22.6 27.4 15.1 12.3 8.5 31.1 20.8 8.5 46.2 6.6 10.4 22.6 0.0 12.3 1.9
9516.8 4.2 32.6 6.3 30.5 16.8 30.5 13.7 6.3 5.3 38.9 15.8 9.5 21.1 1.1 6.3 15.8 0.0 16.8 4.2
7128.2 1.4 21.1 4.2 12.7 4.2 22.5 12.7 4.2 11.3 15.5 0.0 12.7 54.9 1.4 8.5 12.7 1.4 19.7 5.6
6816.2 10.3 26.5 1.5 19.1 2.9 20.6 11.8 2.9 14.7 41.2 5.9 19.1 19.1 1.5 0.0 8.8 0.0 20.6 7.4
5832.8 8.6 39.7 3.4 29.3 0.0 31.0 22.4 6.9 15.5 32.8 5.2 20.7 63.8 1.7 3.4 22.4 0.0 13.8 0.0
5745.6 8.8 24.6 38.6 28.1 22.8 28.1 7.0 14.0 17.5 24.6 12.3 22.8 24.6 1.8 10.5 14.0 1.8 15.8 0.0

75329.2 8.8 24.4 15.5 14.9 7.4 20.2 10.5 6.5 9.6 21.8 9.8 13.4 38.2 4.6 6.4 7.7 0.8 24.2 3.7
56033.2 11.8 31.4 13.8 23.4 9.8 27.7 13.9 7.1 10.7 28.4 10.7 15.9 35.4 2.5 6.6 17.5 0.5 15.4 1.8
30837.0 17.5 38.0 17.2 37.0 12.7 35.7 17.2 12.7 14.0 36.7 11.7 16.2 38.3 2.3 9.7 21.8 0.6 8.4 2.3
34137.2 19.1 40.2 23.8 34.9 19.1 39.3 15.2 13.8 10.9 37.2 15.2 17.3 37.2 4.7 10.0 26.4 0.6 6.5 1.2
25143.0 18.3 46.2 28.7 46.6 24.3 38.2 20.3 17.9 10.8 48.6 16.7 13.5 34.3 6.8 10.8 31.5 0.8 5.2 0.4
29048.6 21.7 47.2 28.6 44.5 21.0 42.8 18.3 19.3 14.5 45.2 17.9 17.9 45.5 4.8 13.8 32.8 0.7 4.5 0.7
36042.2 16.7 41.9 23.6 30.0 15.6 35.8 19.2 12.8 11.7 35.6 14.4 17.2 37.2 4.7 10.0 20.8 0.8 6.1 3.1
79632.2 10.4 29.5 15.6 20.9 9.0 25.9 12.1 7.8 9.4 26.8 10.4 13.1 37.1 3.4 6.7 15.6 0.3 18.3 2.4
37427.0 9.6 25.7 13.1 23.5 10.7 23.8 11.2 7.8 10.4 27.0 8.6 13.1 31.8 1.9 6.4 13.4 0.8 17.6 2.1
39826.1 12.3 27.6 15.3 26.9 12.1 24.9 12.1 8.0 11.1 28.4 11.3 15.6 33.7 4.8 6.8 12.1 1.0 21.9 3.0

1,60235.9 12.9 36.0 19.0 28.0 12.0 31.1 15.0 10.4 11.2 33.1 12.2 14.7 39.0 4.1 8.9 20.0 0.7 12.5 2.1
55729.3 13.8 24.1 15.4 25.5 14.4 23.5 9.7 9.5 10.4 26.0 11.8 15.3 30.2 3.8 6.5 11.5 0.4 21.4 3.2
51842.5 15.8 40.7 24.9 33.0 18.3 37.1 18.7 16.2 14.1 41.9 16.0 17.8 41.3 5.0 11.8 26.6 1.4 9.1 1.0
98732.3 11.6 28.8 15.3 21.3 8.6 25.3 12.5 7.6 8.2 25.8 10.8 13.8 36.1 4.0 5.8 13.7 0.4 16.9 3.1
69730.3 13.2 32.3 16.8 30.8 13.8 29.3 12.5 9.3 12.3 30.8 10.6 14.2 34.3 2.9 8.9 17.1 0.6 16.1 2.2
5743.9 22.8 29.8 21.1 54.4 14.0 35.1 15.8 26.3 5.3 36.8 22.8 8.8 35.1 8.8 12.3 21.1 3.5 8.8 1.8

30639.2 23.2 42.2 21.6 34.0 16.7 37.3 19.3 15.0 17.0 42.8 17.0 22.9 39.5 3.6 10.5 24.5 0.3 5.9 1.0
58539.8 15.7 39.0 21.4 31.5 14.9 34.5 17.1 13.0 12.3 39.1 15.0 17.1 39.5 5.1 10.3 22.7 0.9 9.4 1.0
35835.2 12.8 29.3 17.3 22.3 14.0 29.9 11.2 10.1 9.5 27.9 11.7 14.2 37.2 2.8 8.4 15.4 0.3 14.2 3.4
34232.2 9.1 31.3 18.4 21.6 9.6 27.2 14.0 7.3 8.5 27.5 9.1 13.2 38.9 4.7 5.8 16.4 0.6 18.1 1.5
57224.3 7.3 24.7 12.1 21.9 8.2 19.8 10.0 4.5 8.7 20.5 6.5 10.7 31.6 3.1 4.9 11.4 0.7 24.1 4.5

1,88536.7 15.0 35.2 19.6 29.7 13.7 31.7 15.3 11.1 10.9 33.4 12.6 15.8 38.5 4.3 8.9 19.6 0.6 11.4 1.8
15114.6 2.6 14.6 7.3 6.0 3.3 10.6 5.3 3.3 7.9 15.9 4.0 7.3 29.1 0.7 4.0 7.3 1.3 43.7 6.6
18825.0 4.8 25.0 12.2 16.5 7.4 20.7 9.6 3.7 12.8 21.8 11.2 12.8 28.2 3.7 3.2 10.1 0.5 26.1 4.3
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２　競争力向上に取り組まない理由　
競争力向上に取り組まない理由（複数回答）は、全体でみると「必要性を感じていない」（34.8％）が最も高く、

「売上増加が見込めない」（17.8％）、「人手が不足」（13.3％）の順で続く。

業種別にみると、他の業種に比べて情報・コンテンツ業では「対応できる能力をもった人材の不足」（13.3％）

と「費用の削減が見込めない」（2.2％）、専門サービス業は「必要性を感じていない」（43.8％）と「資金が不足」

（9.0％）、技術サービス業では「他に優先することがある」（12.7％）と「取組み方がわからない」（9.1％）、事業サー

ビス業は「売上増加が見込めない」（21.9％）、「人手が不足」（16.4％）、「助成金・補助金が獲得できない」（1.4％）

が高い。

特定10業種別にみると、建物サービス業は「人手が不足」（45.5％）が4割を占める。公証人役場,…司法書士事

務所,…土地家屋調査士事務所では「売上増加が見込めない」（42.9％）が4割を超える。

従業者規模別にみると、30人以上と回答した企業では「他に優先することがある」（30.8％）が3割を超える。

年間売上高増減別（3年前）にみると、大幅（10％以上）減少と回答した企業は「売上増加が見込めない」（23.7％）

が2割を占める。
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図表Ⅲ-1-2　競争力向上に取り組まない理由

　

税理士事務所
ソフトウェア業

特
定
　
業
種
別

10

代
表
者
の
年
齢
別

売
上
高
経
常

利
益
率
別

経
常
損
益
の

変
化
別（
　
年
前
）

3

売
上
増
加
が
見
込
め

な
い

費
用
の
削
減
が
見
込

め
な
い

助
成
金・補
助
金
が

獲
得
で
き
な
い

そ
の
他

取
組
み
方
が
わ
か
ら

な
い

資
金
が
不
足

人
手
が
不
足

対
応
で
き
る
能
力
を

も
っ
た
人
材
の
不
足

必
要
性
を
感
じ
て

い
な
い

他
に
優
先
す
る
こ
と

が
あ
る

無
回
答

（複数回答：％）

全体
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業

n

従
業
者
規
模
別

年
間
売
上
高
増
減
別

（
３
年
前
）

業
　
種
　
別

0

10

20

30

40

5

15

25

35

建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 土地家屋調査士事務所
自動車整備業
法律事務所
映像情報制作・配給業

建築設計業
デザイン業
経営コンサルタント業

黒字
赤字

60～64歳
65～69歳
70歳以上

40歳未満
40歳代
50歳代

増益
横ばい
減益

1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上
大幅（10％以上）増加
やや（10％未満）増加
ほぼ（±5％未満）横ばい
やや（10％未満）減少
大幅（10％以上）減少

（注）１．競争力向上のために実施している取組（図表Ⅲ-１-１）で「特になし」とした企業のみを集計。
 ２．なお、今後の事業展開の方向性（図表Ⅱ-１-13）で「廃業の予定」と「無回答」とした企業を除いて集計した。

26417.8 0.8 6.1 0.8 6.8 13.3 8.3 34.8 9.5 3.4 23.9
4515.6 2.2 4.4 0.0 4.4 13.3 13.3 31.1 11.1 2.2 26.7
8920.2 0.0 5.6 1.1 9.0 11.2 4.5 43.8 9.0 5.6 18.0
559.1 1.8 9.1 0.0 5.5 12.7 7.3 30.9 12.7 3.6 27.3
7321.9 0.0 5.5 1.4 6.8 16.4 9.6 30.1 6.8 1.4 27.4
3020.0 0.0 3.3 0.0 0.0 13.3 10.0 50.0 6.7 10.0 10.0
1816.7 5.6 5.6 0.0 5.6 0.0 11.1 33.3 11.1 0.0 33.3
283.6 0.0 10.7 0.0 3.6 3.6 0.0 39.3 14.3 3.6 28.6
1136.4 0.0 9.1 9.1 27.3 18.2 0.0 18.2 0.0 9.1 36.4
1216.7 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3 0.0 41.7 8.3 0.0 25.0
119.1 0.0 0.0 0.0 9.1 45.5 9.1 18.2 0.0 0.0 27.3
742.9 0.0 14.3 0.0 28.6 0.0 0.0 28.6 0.0 0.0 28.6
933.3 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3
714.3 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0
812.5 0.0 0.0 0.0 0.0 37.5 12.5 37.5 12.5 0.0 25.0

12519.2 1.6 6.4 1.6 8.8 9.6 5.6 38.4 7.2 4.8 25.6
7520.0 0.0 8.0 0.0 6.7 12.0 9.3 30.7 5.3 0.0 28.0
2524.0 0.0 0.0 0.0 4.0 16.0 8.0 32.0 16.0 8.0 16.0
190.0 0.0 0.0 0.0 0.0 36.8 15.8 36.8 15.8 0.0 21.1
130.0 0.0 15.4 0.0 7.7 23.1 23.1 30.8 30.8 7.7 0.0
120.0 0.0 8.3 0.0 8.3 16.7 0.0 50.0 8.3 0.0 16.7
2015.0 0.0 10.0 0.0 5.0 15.0 5.0 30.0 25.0 5.0 20.0

12117.4 1.7 4.1 0.0 6.6 12.4 5.8 34.7 9.9 1.7 27.3
4918.4 0.0 4.1 2.0 6.1 22.4 12.2 28.6 8.2 8.2 18.4
5923.7 0.0 8.5 1.7 8.5 5.1 11.9 39.0 3.4 3.4 25.4

16415.9 0.6 4.9 0.0 4.9 11.6 5.5 37.8 11.0 3.7 25.0
8620.9 1.2 8.1 2.3 11.6 17.4 14.0 27.9 7.0 1.2 24.4
3815.8 2.6 13.2 0.0 13.2 5.3 15.8 34.2 15.8 0.0 28.9

13119.1 0.0 3.8 0.8 4.6 16.0 7.6 29.8 7.6 3.1 26.0
8718.4 1.1 6.9 1.1 6.9 12.6 5.7 40.2 10.3 4.6 20.7
50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 0.0 0.0 60.0

175.9 0.0 5.9 0.0 0.0 11.8 0.0 35.3 17.6 5.9 23.5
5012.0 2.0 10.0 2.0 12.0 12.0 10.0 38.0 12.0 4.0 20.0
4415.9 0.0 0.0 2.3 6.8 18.2 9.1 18.2 13.6 4.5 31.8
4615.2 2.2 6.5 0.0 8.7 10.9 10.9 32.6 13.0 0.0 23.9
9626.0 0.0 7.3 0.0 5.2 13.5 8.3 40.6 4.2 4.2 20.8
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第２節　成長性・収益性からみた競争力向上への取組　

1　成長性からみた競争力向上への取組　
（1）売上高増加企業の競争力向上への取組　
3年前と比較して年間売上高が増加した企業における競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、

全体でみると「人脈・ネットワーク力の向上」（45.1%）が最も高く、「顧客ニーズの把握」（44.3%）、「専門性の

向上」（40.9%）の順で続く。

業種別にみると、情報・コンテンツ業では「人脈・ネットワーク力の向上」（50.2%）が5割を超え、専門サー

ビス業は「専門性の向上」（57.0%）が6割程度と高い。技術サービス業では「専門性の向上」（49.0%）が約5

割を占め、事業サービス業は「顧客ニーズの把握」（46.0%）が4割を占める。

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「顧客ニーズの把握」、「新たな市場の開拓」は高くな

る傾向がみられ、30人以上では「顧客ニーズの把握」（52.4％）が5割を超える。

図表Ⅲ-1-3　売上高増加企業の競争力向上への取組

　

　

（複数回答：％）50

40

30

20

10

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業

1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上

n

人
脈
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
力

の
向
上

W
e
b
等
、
広
告
宣
伝
の

充
実

顧
客
ニ
ー
ズ
の
把
握

企
画
提
案
力
・

情
報
提
供
力
の
向
上

新
規
顧
客
の
開
拓

新
た
な
市
場
の
開
拓

積
極
的
な
顧
客
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

顧
客
サ
ポ
ー
ト
や
附
随
的

サ
ー
ビ
ス （
ア
フ
タ
ー
ケ
ア

等
）の
充
実

自
社
ブ
ラ
ン
ド
の
構
築
・

確
立

提
供
時
間
・
処
理
時
間
・

納
期
の
短
縮

サ
ー
ビ
ス
・
製
品
の
質
の

向
上

独
自
サ
ー
ビ
ス
・
製
品
の

提
供

難
注
文
へ
の
対
応

専
門
性
の
向
上

研
究
開
発
の
強
化

他
企
業
等
と
の
連
携

業
務
の
効
率
化
・
合
理
化

無
回
答

特
に
な
し

そ
の
他

税理士事務所
ソフトウェア業
建築設計業
デザイン業
経営コンサルタント業
建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 土地家屋調査士事務所
自動車整備業
法律事務所
映像情報制作・配給業

従
業
者
規
模
別

業

　種

　別

特
定

　業
種
別

10

（注）３年前と比較した年間売上高の変化（図表Ⅱ-２-２）で『増加』とした企業のみを集計。

65045.1 18.9 44.3 25.8 36.5 18.0 38.9 18.8 15.7 12.9 39.8 16.0 17.5 40.9 4.8 11.7 26.2 0.8 5.4 2.0
20150.2 21.4 44.8 32.3 37.8 21.9 40.8 17.9 18.9 7.5 38.8 19.9 14.4 31.8 6.0 14.9 23.4 1.5 7.0 1.0
20746.9 19.3 46.4 26.1 34.3 14.5 39.6 20.3 14.0 16.9 36.7 16.4 15.5 57.0 4.3 11.6 28.5 1.0 4.8 2.4
10239.2 11.8 35.3 26.5 35.3 15.7 36.3 13.7 12.7 19.6 42.2 9.8 26.5 49.0 2.9 12.7 31.4 0.0 3.9 0.0
13738.7 19.7 46.0 14.6 38.7 18.2 38.0 21.2 15.3 10.2 43.8 13.1 19.0 24.1 4.4 6.6 23.4 0.0 5.1 4.4
5839.7 12.1 39.7 8.6 31.0 3.4 27.6 29.3 3.4 10.3 31.0 15.5 12.1 55.2 0.0 10.3 20.7 1.7 8.6 3.4

12451.6 18.5 45.2 25.8 38.7 21.8 42.7 17.7 12.9 4.0 33.9 18.5 11.3 34.7 6.5 18.5 21.0 1.6 5.6 0.8
4940.8 10.2 30.6 32.7 36.7 12.2 36.7 12.2 18.4 10.2 40.8 10.2 18.4 53.1 4.1 8.2 24.5 0.0 6.1 0.0
2437.5 20.8 37.5 45.8 41.7 12.5 54.2 20.8 33.3 25.0 45.8 16.7 25.0 79.2 16.7 12.5 20.8 0.0 0.0 8.3
3850.0 26.3 44.7 42.1 42.1 36.8 39.5 21.1 13.2 5.3 34.2 28.9 10.5 55.3 2.6 10.5 34.2 0.0 2.6 2.6
234.3 13.0 39.1 17.4 39.1 26.1 34.8 13.0 17.4 4.3 43.5 26.1 17.4 21.7 4.3 8.7 21.7 0.0 8.7 4.3
742.9 0.0 71.4 14.3 42.9 14.3 42.9 14.3 14.3 14.3 28.6 0.0 14.3 57.1 0.0 28.6 42.9 0.0 0.0 0.0

1833.3 16.7 27.8 5.6 27.8 5.6 27.8 16.7 0.0 11.1 50.0 0.0 11.1 5.6 0.0 0.0 16.7 0.0 5.6 11.1
955.6 22.2 77.8 11.1 55.6 0.0 55.6 44.4 33.3 66.7 55.6 22.2 22.2 77.8 0.0 22.2 77.8 0.0 0.0 0.0

1741.2 5.9 11.8 41.2 17.6 11.8 41.2 0.0 17.6 29.4 35.3 5.9 17.6 11.8 0.0 5.9 11.8 5.9 17.6 0.0
14542.8 15.9 39.3 26.9 22.1 12.4 32.4 17.2 10.3 11.7 27.6 13.1 20.0 46.2 6.2 11.0 12.4 0.7 9.0 3.4
13748.9 17.5 39.4 19.7 36.5 15.3 39.4 19.0 9.5 16.8 33.6 16.1 16.8 40.1 1.5 10.2 25.5 0.7 5.8 2.2
9543.2 22.1 43.2 22.1 34.7 15.8 38.9 25.3 20.0 14.7 48.4 12.6 20.0 42.1 3.2 11.6 27.4 0.0 5.3 2.1

13040.0 23.1 46.9 26.2 39.2 19.2 40.0 16.9 16.9 10.0 41.5 17.7 18.5 45.4 4.6 13.1 33.8 1.5 3.8 1.5
12649.2 19.0 52.4 32.5 50.0 28.6 44.4 17.5 23.8 10.3 51.6 19.0 13.5 32.5 8.7 11.9 32.5 0.8 2.4 0.8
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（２）売上高減少企業の競争力向上への取組　
3年前と比較して年間売上高が減少した企業における競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、

全体でみると「専門性の向上」（32.8%）が最も高く、「サービス・製品の質の向上」（27.7%）、「顧客ニーズの把握」

（26.7%）、「人脈・ネットワーク力の向上」（26.6%）の順で続く。

業種別にみると、技術サービス業では「専門性の向上」（40.2%）が高い。専門サービス業でも「専門性の向上」

（39.1%）は約4割を占める。情報・コンテンツ業では「新規顧客の開拓」（39.0％）が約4割を占める。事業サー

ビス業は「サービス・製品の質の向上」（31.6%）が3割を超える。

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「サービス・製品の質の向上」、「顧客ニーズの把握」、「人

脈・ネットワーク力の向上」、「業務の効率化・合理化」は高くなる傾向がみられる。

図表Ⅲ-1-4　売上高減少企業の競争力向上への取組

　

　

（複数回答：％）50

40

30

20

10

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業

1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上

n

従
業
者
規
模
別

業

　種

　別

人
脈
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
力

の
向
上

W
e
b
等
、
広
告
宣
伝
の

充
実

顧
客
ニ
ー
ズ
の
把
握

企
画
提
案
力
・

情
報
提
供
力
の
向
上

新
規
顧
客
の
開
拓

新
た
な
市
場
の
開
拓

積
極
的
な
顧
客
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

顧
客
サ
ポ
ー
ト
や
附
随
的

サ
ー
ビ
ス （
ア
フ
タ
ー
ケ
ア

等
）の
充
実

自
社
ブ
ラ
ン
ド
の
構
築
・

確
立

提
供
時
間
・
処
理
時
間
・

納
期
の
短
縮

サ
ー
ビ
ス
・
製
品
の
質
の

向
上

独
自
サ
ー
ビ
ス
・
製
品
の

提
供

難
注
文
へ
の
対
応

専
門
性
の
向
上

研
究
開
発
の
強
化

他
企
業
等
と
の
連
携

業
務
の
効
率
化
・
合
理
化

無
回
答

特
に
な
し

そ
の
他

税理士事務所
ソフトウェア業
建築設計業
デザイン業
経営コンサルタント業
建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 土地家屋調査士事務所
自動車整備業
法律事務所
映像情報制作・配給業

特
定

　業
種
別

10

77226.6 11.0 26.7 14.2 25.3 11.4 24.4 11.7 7.9 10.8 27.7 10.0 14.4 32.8 3.4 6.6 12.7 0.9 19.8 2.6
13637.5 21.3 33.1 22.1 39.0 21.3 24.3 14.0 14.7 10.3 31.6 17.6 14.7 25.7 5.1 13.2 12.5 1.5 12.5 2.2
32228.0 8.1 29.5 17.1 27.3 7.5 28.9 10.6 7.1 10.9 24.8 7.1 12.7 39.1 2.8 5.6 13.0 1.2 18.3 2.2
13231.8 10.6 21.2 15.2 17.4 10.6 19.7 12.1 9.1 14.4 26.5 10.6 18.2 40.2 6.1 7.6 15.2 0.8 18.2 0.8
17711.9 9.0 20.9 2.8 17.5 11.9 19.2 11.9 3.4 8.5 31.6 9.0 14.1 22.0 1.1 2.8 10.7 0.0 28.8 4.5
9518.9 3.2 30.5 2.1 16.8 2.1 20.0 12.6 1.1 2.1 20.0 2.1 8.4 46.3 2.1 4.2 12.6 0.0 23.2 3.2
5635.7 8.9 35.7 16.1 32.1 14.3 25.0 16.1 14.3 7.1 41.1 19.6 16.1 21.4 8.9 16.1 17.9 1.8 10.7 1.8
6536.9 10.8 16.9 13.8 15.4 7.7 15.4 12.3 9.2 16.9 27.7 4.6 13.8 50.8 4.6 7.7 10.8 1.5 15.4 0.0
5825.9 10.3 22.4 25.9 29.3 6.9 36.2 5.2 19.0 24.1 37.9 10.3 17.2 22.4 3.4 1.7 19.0 5.2 13.8 0.0
3141.9 9.7 38.7 32.3 32.3 9.7 22.6 9.7 3.2 3.2 25.8 16.1 9.7 32.3 3.2 6.5 16.1 0.0 22.6 3.2
4010.0 0.0 35.0 2.5 25.0 15.0 25.0 15.0 2.5 2.5 35.0 12.5 12.5 20.0 0.0 5.0 15.0 0.0 22.5 5.0
3423.5 2.9 17.6 5.9 11.8 0.0 20.6 8.8 5.9 14.7 14.7 0.0 11.8 52.9 2.9 2.9 11.8 2.9 23.5 5.9
273.7 11.1 22.2 0.0 11.1 3.7 18.5 18.5 7.4 11.1 37.0 7.4 25.9 25.9 3.7 0.0 3.7 0.0 25.9 7.4
1931.6 0.0 26.3 5.3 36.8 0.0 31.6 10.5 0.0 10.5 21.1 0.0 10.5 47.4 0.0 0.0 15.8 0.0 21.1 0.0
1926.3 10.5 26.3 36.8 36.8 31.6 26.3 10.5 10.5 15.8 5.3 5.3 21.1 15.8 0.0 15.8 5.3 0.0 26.3 0.0

30724.1 7.2 19.2 12.4 15.3 8.1 16.9 8.5 7.2 10.1 22.1 9.8 13.7 35.5 3.9 6.2 5.9 1.3 28.7 5.2
21327.2 10.3 28.2 10.3 22.1 8.0 23.0 12.7 7.0 9.4 25.4 9.9 15.5 31.0 2.8 5.2 14.6 0.5 18.3 0.9
10227.5 19.6 34.3 16.7 42.2 12.7 34.3 14.7 7.8 12.7 32.4 8.8 15.7 33.3 1.0 7.8 16.7 2.0 10.8 1.0
8830.7 18.2 36.4 22.7 43.2 27.3 38.6 13.6 12.5 13.6 37.5 12.5 14.8 25.0 4.5 9.1 19.3 0.0 6.8 0.0
4831.3 10.4 41.7 27.1 35.4 16.7 35.4 20.8 8.3 12.5 52.1 10.4 12.5 37.5 4.2 10.4 29.2 0.0 8.3 0.0

（注）３年前と比較した年間売上高の変化（図表Ⅱ-２-２）で『減少』とした企業のみを集計。
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２　収益性からみた競争力向上への取組　
（1）増益企業の競争力向上への取組　
3年前と比較して経常損益が増加した企業（増益企業）における競争力向上のために実施している取組（複

数回答）は、全体でみると「人脈・ネットワーク力の向上」（42.5%）が最も高く、「サービス・製品の質の向上」

（41.9％）、「専門性の向上」（41.3%）の順で続く。

業種別にみると、専門サービス業では「専門性の向上」（59.2%）が約6割、情報・コンテンツ業は「人脈・ネッ

トワーク力の向上」（49.1%）が約5割を占める。技術サービス業では「専門性の向上」（48.8%）、事業サービス

業では「サービス・製品の質の向上」（48.6％）がともに5割程度を占める。

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「サービス・製品の質の向上」、「顧客ニーズの把握」、「新

たな市場の開拓」は高くなる傾向がみられる。

図表Ⅲ-1-5　増益企業の競争力向上への取組

　

　

（複数回答：％）50

20

25

30

35

40

45
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10

5

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業

1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上
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拓
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た
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場
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拓

積
極
的
な
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と
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ミ
ュ
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務
の
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無
回
答

特
に
な
し

そ
の
他

税理士事務所
ソフトウェア業
建築設計業
デザイン業
経営コンサルタント業
建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 土地家屋調査士事務所
自動車整備業
法律事務所
映像情報制作・配給業

特
定

　業
種
別

10

51842.5 15.8 40.7 24.9 33.0 18.3 37.1 18.7 16.2 14.1 41.9 16.0 17.8 41.3 5.0 11.8 26.6 1.4 9.1 1.0
16749.1 19.8 44.3 32.9 38.9 25.1 38.3 18.0 21.0 7.8 38.9 18.6 15.6 31.7 6.0 14.4 24.0 1.8 6.0 1.2
15746.5 15.9 43.3 28.0 32.5 14.0 43.9 19.7 14.6 18.5 39.5 19.1 14.0 59.2 5.1 13.4 26.8 2.5 7.6 0.6
8433.3 9.5 27.4 21.4 25.0 13.1 27.4 17.9 13.1 16.7 42.9 9.5 28.6 48.8 4.8 10.7 31.0 0.0 11.9 1.2

10933.9 14.7 41.3 10.1 31.2 17.4 33.0 19.3 12.8 15.6 48.6 12.8 18.3 23.9 3.7 6.4 27.5 0.0 13.8 0.9
3743.2 13.5 37.8 8.1 27.0 0.0 37.8 32.4 5.4 8.1 35.1 18.9 16.2 62.2 0.0 8.1 21.6 2.7 8.1 2.7
9950.5 15.2 46.5 25.3 36.4 23.2 37.4 18.2 14.1 7.1 35.4 17.2 14.1 32.3 6.1 18.2 20.2 2.0 3.0 1.0
3933.3 5.1 23.1 20.5 30.8 10.3 30.8 15.4 17.9 12.8 33.3 10.3 25.6 48.7 7.7 5.1 25.6 0.0 15.4 0.0
2321.7 8.7 34.8 39.1 39.1 13.0 52.2 17.4 30.4 30.4 43.5 26.1 21.7 60.9 13.0 13.0 17.4 8.7 8.7 0.0
3458.8 23.5 47.1 50.0 52.9 32.4 35.3 20.6 8.8 2.9 29.4 20.6 11.8 58.8 2.9 11.8 29.4 0.0 2.9 0.0
2326.1 0.0 39.1 4.3 21.7 13.0 26.1 4.3 8.7 4.3 56.5 26.1 17.4 17.4 4.3 13.0 26.1 0.0 13.0 4.3
540.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 60.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 0.0

119.1 9.1 54.5 9.1 36.4 9.1 36.4 9.1 0.0 18.2 63.6 0.0 9.1 18.2 0.0 0.0 27.3 0.0 0.0 0.0
560.0 0.0 80.0 0.0 40.0 0.0 80.0 40.0 60.0 60.0 60.0 40.0 20.0 80.0 0.0 20.0 80.0 0.0 0.0 0.0
944.4 0.0 11.1 33.3 22.2 22.2 55.6 0.0 33.3 22.2 66.7 11.1 33.3 11.1 0.0 11.1 33.3 11.1 22.2 0.0

13636.8 11.8 33.1 24.3 19.9 8.8 25.7 14.7 11.0 11.8 27.2 15.4 15.4 43.4 5.9 10.3 12.5 2.2 19.1 1.5
12742.5 18.1 36.2 21.3 32.3 12.6 39.4 21.3 8.7 15.0 37.8 15.7 21.3 44.9 1.6 10.2 22.0 0.8 10.2 1.6
5541.8 12.7 41.8 18.2 43.6 20.0 43.6 23.6 23.6 12.7 47.3 10.9 16.4 36.4 5.5 14.5 36.4 0.0 3.6 1.8
9941.4 14.1 43.4 27.3 34.3 23.2 41.4 15.2 21.2 18.2 48.5 18.2 19.2 43.4 6.1 12.1 33.3 2.0 2.0 0.0
9152.7 23.1 53.8 29.7 44.0 35.2 41.8 22.0 25.3 12.1 58.2 16.5 15.4 37.4 7.7 14.3 40.7 1.1 2.2 0.0

（注）３年前と比較した経常損益の変化（図表Ⅱ-２-４）で『増益』とした企業のみを集計。
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（２）減益企業の競争力向上への取組　
3年前と比較して経常損益が減少した企業（減益企業）における競争力向上のために実施している取組（複

数回答）は、全体でみると「専門性の向上」（34.3%）が最も高く、「顧客ニーズの把握」（32.3％）、「新規顧客の

開拓」（30.8％）、「サービス・製品の質の向上」（30.8％）の順で続く。

業種別にみると、情報・コンテンツ業は「人脈・ネットワーク力の向上」（42.6％）、「新規顧客の開拓」（42.6％）、

「サービス・製品の質の向上」（42.6％）、専門サービス業では「専門性の向上」（41.6%）、技術サービス業も「専

門性の向上」（40.5％）がいずれも4割を超える。事業サービス業では「顧客ニーズの把握」（31.1％）が3割を

超える。

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「顧客ニーズの把握」、「新規顧客の開拓」、「サービス・

製品の質の向上」、「積極的な顧客とのコミュニケーション」、「業務の効率化・合理化」、「顧客サポートや附随

的サービス（アフターケア等）の充実」、「自社ブランドの構築・確立」は高くなる傾向がみられる。

図表Ⅲ-1-6　減益企業の競争力向上への取組
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ソフトウェア業
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デザイン業
経営コンサルタント業
建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 土地家屋調査士事務所
自動車整備業
法律事務所
映像情報制作・配給業

特
定

　業
種
別

10

（注）３年前と比較した経常損益の変化（図表Ⅱ-２-４）で『減益』とした企業のみを集計。

12942.6 20.9 39.5 31.0 42.6 25.6 36.4 15.5 17.1 10.9 42.6 19.4 16.3 29.5 6.2 19.4 17.1 0.8 9.3 0.8
2.2

28128.5 9.6 31.7 17.4 30.6 8.9 30.2 11.4 7.8 12.5 27.0 7.5 12.8 41.6 2.5 6.8 18.5 0.4 16.0 2.5
12133.9 13.2 26.4 15.7 23.1 11.6 24.8 13.2 10.7 14.0 31.4 11.6 17.4 40.5 2.5 9.9 19.0 1.7 14.0 1.7
16420.1 13.4 31.1 5.5 28.0 14.6 25.0 11.6 4.9 12.2 28.0 7.9 12.2 21.3 1.2 3.7 13.4 0.0 23.2 3.0
7517.3 5.3 36.0 9.3 17.3 1.3 21.3 17.3 1.3 2.7 28.0 4.0 10.7 48.0 1.3 2.7 17.3 0.0 18.7 4.0
5848.3 17.2 48.3 25.9 43.1 24.1 44.8 15.5 22.4 1.7 48.3 24.1 17.2 29.3 6.9 25.9 24.1 0.0 5.2 1.7
5940.7 15.3 25.4 18.6 20.3 11.9 20.3 13.6 15.3 11.9 37.3 6.8 13.6 47.5 1.7 10.2 20.3 1.7 10.2 0.0
5129.4 9.8 27.5 23.5 29.4 5.9 41.2 5.9 19.6 25.5 39.2 5.9 19.6 31.4 3.9 5.9 23.5 0.0 15.7 0.0
3138.7 16.1 35.5 25.8 25.8 19.4 22.6 6.5 6.5 6.5 22.6 22.6 3.2 38.7 3.2 12.9 22.6 0.0 19.4 6.5
287.1 3.6 39.3 0.0 35.7 17.9 32.1 14.3 7.1 3.6 32.1 14.3 10.7 17.9 0.0 3.6 14.3 0.0 21.4 0.0
2630.8 0.0 19.2 7.7 15.4 3.8 23.1 7.7 7.7 11.5 11.5 0.0 15.4 61.5 0.0 11.5 15.4 3.8 15.4 3.8
258.0 4.0 24.0 0.0 20.0 4.0 20.0 4.0 0.0 20.0 24.0 0.0 16.0 16.0 0.0 0.0 4.0 0.0 20.0 8.0
2020.0 5.0 30.0 5.0 35.0 0.0 35.0 10.0 0.0 15.0 15.0 0.0 10.0 50.0 0.0 0.0 15.0 0.0 20.0 0.0
1936.8 5.3 31.6 47.4 36.8 42.1 26.3 10.5 10.5 26.3 15.8 5.3 10.5 26.3 5.3 15.8 5.3 0.0 10.5 0.0

22326.9 8.1 21.5 13.9 16.6 9.0 22.0 8.1 6.3 10.3 21.5 9.9 12.6 35.4 3.6 8.5 7.2 0.4 27.8 3.6
17926.3 11.2 31.3 8.9 25.1 11.2 25.1 11.7 6.7 10.1 26.3 7.8 14.5 33.0 0.6 6.1 18.4 1.1 13.4 1.7
11033.6 20.9 37.3 18.2 39.1 10.9 37.3 12.7 10.0 20.0 38.2 8.2 14.5 35.5 0.0 7.3 19.1 0.9 10.0 1.8
10235.3 21.6 43.1 28.4 46.1 27.5 38.2 15.7 14.7 10.8 40.2 14.7 17.6 32.4 6.9 11.8 24.5 0.0 7.8 1.0
6642.4 13.6 48.5 30.3 57.6 24.2 39.4 25.8 16.7 15.2 47.0 19.7 15.2 33.3 4.5 15.2 30.3 0.0 7.6 0.0

69730.3 13.2 32.3 16.8 30.8 13.8 29.3 12.5 9.3 12.3 30.8 10.6 14.2 34.3 2.9 8.9 17.1 0.6 16.1
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３　競争力の源泉　
（1）業種別・従業者規模別・売上高増減別競争力向上への取組　
3年前と比べ、年間売上高が増加した（売上増加）企業と減少した（売上減少）企業における競争力向上の

ために実施している取組（複数回答）を業種別、従業者規模別に比較した。売上増加企業の実施割合から売上

減少企業の実施割合を引いた値が最大となる取組をみると以下のようになる。

情報・コンテンツ業では、1〜2人と回答した企業は「顧客ニーズの把握」、3〜 29人と回答した企業は「積

極的な顧客とのコミュニケーション」、30人以上と回答した企業は「新たな市場の開拓」である。

専門サービス業では、1〜2人と回答した企業は「顧客ニーズの把握」、3〜 29人と回答した企業では「業務

の効率化・合理化」、30人以上と回答した企業では「提供時間・処理時間・納期の短縮」である。

技術サービス業では、1〜2人と回答した企業は「企画提案力・情報提供力の向上」、3〜 29人と回答した企

業は「専門性の向上」、30人以上と回答した企業は「業務の効率化・合理化」である。

事業サービス業では、すべての従業者規模において「人脈・ネットワーク力の向上」である。

図表Ⅲ-1-7　競争力向上への取組（業種別・従業者規模別・売上増減別）

2,26334.1 13.2 32.7 18.0 26.8 12.4 29.2 14.0 10.0 10.8 31.0 11.9 14.8 36.8 4.0 8.0 17.7 0.7 14.9 2.4
売上増加 2653.8 26.9 42.3 38.5 26.9 19.2 38.5 15.4 15.4 19.2 30.8 7.7 26.9 30.8 7.7 19.2 19.2 0.0 3.8 0.0
売上減少 3938.5 17.9 17.9 23.1 17.9 17.9 20.5 12.8 15.4 10.3 30.8 23.1 17.9 28.2 7.7 15.4 7.7 2.6 20.5 2.6
売上増加 11446.5 23.7 40.4 28.1 34.2 17.5 36.8 19.3 17.5 5.3 37.7 19.3 11.4 35.1 2.6 13.2 21.1 1.8 8.8 0.9
売上減少 8535.3 24.7 37.6 20.0 48.2 24.7 23.5 14.1 12.9 10.6 29.4 15.3 12.9 24.7 3.5 11.8 11.8 1.2 10.6 2.4
売上増加 5554.5 16.4 54.5 34.5 49.1 32.7 49.1 16.4 25.5 7.3 43.6 25.5 14.5 29.1 12.7 16.4 25.5 1.8 5.5 1.8
売上減少 1154.5 9.1 54.5 36.4 45.5 9.1 45.5 18.2 18.2 9.1 54.5 9.1 18.2 27.3 0.0 18.2 36.4 0.0 0.0 0.0
売上増加 7943.0 16.5 40.5 25.3 22.8 13.9 32.9 17.7 11.4 10.1 30.4 17.7 15.2 60.8 7.6 10.1 15.2 1.3 8.9 2.5
売上減少 13324.1 6.0 19.5 15.0 18.8 5.3 18.0 6.8 6.0 8.3 20.3 6.8 11.3 40.6 3.0 4.5 7.5 1.5 26.3 4.5
売上増加 11648.3 20.7 49.1 24.1 41.4 14.7 44.0 22.4 16.4 18.1 38.8 16.4 15.5 53.4 2.6 12.1 35.3 0.9 2.6 2.6
売上減少 17530.3 9.7 36.6 17.1 33.7 8.6 36.6 12.0 8.0 13.7 29.1 7.4 14.3 38.3 2.9 6.3 16.6 1.1 12.6 0.0
売上増加 771.4 28.6 42.9 71.4 42.9 28.6 42.9 14.3 0.0 42.9 71.4 0.0 14.3 71.4 0.0 14.3 71.4 0.0 0.0 0.0
売上減少 742.9 14.3 71.4 71.4 28.6 14.3 71.4 57.1 14.3 0.0 28.6 14.3 14.3 28.6 0.0 14.3 28.6 0.0 0.0 0.0
売上増加 1931.6 5.3 31.6 31.6 15.8 10.5 26.3 15.8 5.3 10.5 21.1 5.3 31.6 36.8 5.3 15.8 5.3 0.0 10.5 0.0
売上減少 6929.0 7.2 17.4 11.6 11.6 10.1 14.5 11.6 8.7 14.5 18.8 10.1 15.9 42.0 5.8 7.2 5.8 1.4 24.6 1.4
売上増加 6839.7 13.2 35.3 23.5 35.3 16.2 41.2 13.2 8.8 23.5 45.6 10.3 29.4 51.5 2.9 13.2 35.3 0.0 2.9 0.0
売上減少 5933.9 15.3 25.4 16.9 22.0 10.2 25.4 13.6 10.2 13.6 33.9 11.9 22.0 35.6 5.1 8.5 27.1 0.0 10.2 0.0
売上増加 1136.4 18.2 36.4 36.4 54.5 18.2 18.2 9.1 45.5 9.1 54.5 9.1 9.1 63.6 0.0 9.1 54.5 0.0 0.0 0.0
売上減少 366.7 0.0 33.3 66.7 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
売上増加 2138.1 9.5 38.1 14.3 19.0 0.0 28.6 19.0 4.8 9.5 19.0 9.5 19.0 19.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3
売上減少 6410.9 3.1 21.9 1.6 10.9 6.3 15.6 6.3 3.1 9.4 25.0 7.8 14.1 23.4 1.6 3.1 1.6 0.0 42.2 10.9
売上増加 6136.1 23.0 42.6 6.6 36.1 18.0 36.1 23.0 13.1 11.5 41.0 11.5 24.6 26.2 3.3 6.6 26.2 0.0 4.9 4.9
売上減少 8111.1 13.6 18.5 2.5 18.5 14.8 21.0 16.0 3.7 4.9 29.6 9.9 14.8 16.0 0.0 1.2 12.3 0.0 22.2 1.2
売上増加 5343.4 20.8 54.7 24.5 50.9 26.4 45.3 20.8 20.8 9.4 56.6 17.0 13.2 24.5 7.5 7.5 30.2 0.0 0.0 0.0
売上減少 2714.8 11.1 29.6 7.4 29.6 18.5 22.2 14.8 3.7 14.8 55.6 11.1 11.1 37.0 3.7 7.4 29.6 0.0 14.8 0.0
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（注）３年前と比較した年間売上高の変化（図表Ⅱ-２-２）で『増加』とした企業を「売上増加」、『減少』とした企業を「売上減少」として集計。
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（２）業種別・従業者規模別・増益減益別競争力向上への取組　
3年前と比べ、経常損益が増加した（増益）企業と減少した（減益）企業における競争力向上のために実施

している取組（複数回答）を業種別、従業者規模別に比較した。増益企業の実施割合から減益企業の実施割合

を引いた値が最大となる取組をみると以下のようになる。

情報・コンテンツ業では、1〜2人と回答した企業は「人脈・ネットワーク力の向上」、3〜 29人と回答した

企業は「自社ブランドの構築・確立」、30人以上と回答した企業は「Web等、広告宣伝の充実」である。

専門サービス業では、1〜2人と回答した企業は「人脈・ネットワーク力の向上」、3〜 29人と回答した企業

は「専門性の向上」、30人以上と回答した企業は「サービス・製品の質の向上」である。

技術サービス業では、1〜2人と回答した企業は「難注文への対応」、3〜 29人と回答した企業は「サービス・

製品の質の向上」、30人以上と回答した企業は「業務の効率化・合理化」である。

事業サービス業では、1〜2人と回答した企業は「顧客ニーズの把握」、＜3人以上＞と回答した企業は「サー

ビス・製品の質の向上」である。

図表Ⅲ-1-8　競争力向上への取組（業種別・従業者規模別・増益減益別）

2,263
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１～２人

１～２人
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納
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ス
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製
品
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質
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向
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独
自
サ
ー
ビ
ス
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提
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難
注
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へ
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対
応

専
門
性
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業
等
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化
・
合
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化

そ
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他

特
に
な
し

無
回
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34.1 13.2 32.7 18.0 26.8 12.4 29.2 14.0 10.0 10.8 31.0 11.9 14.8 36.8 4.0 8.0 17.7 0.7 14.9 2.4
増益 2544.0 16.0 32.0 40.0 20.0 12.0 28.0 12.0 12.0 12.0 24.0 20.0 24.0 36.0 8.0 12.0 20.0 0.0 16.0 4.0
減益 2231.8 27.3 36.4 40.9 18.2 18.2 31.8 13.6 18.2 9.1 36.4 22.7 18.2 31.8 9.1 27.3 9.1 0.0 18.2 0.0
増益 9245.7 20.7 40.2 28.3 40.2 20.7 38.0 15.2 20.7 7.6 37.0 15.2 13.0 31.5 3.3 14.1 19.6 2.2 5.4 1.1
減益 8440.5 22.6 35.7 26.2 41.7 26.2 33.3 14.3 11.9 11.9 38.1 13.1 16.7 29.8 3.6 11.9 14.3 1.2 9.5 1.2
増益 4658.7 21.7 58.7 34.8 45.7 41.3 45.7 26.1 28.3 6.5 50.0 21.7 15.2 32.6 10.9 17.4 30.4 2.2 2.2 0.0
減益 2060.0 10.0 60.0 40.0 75.0 35.0 55.0 25.0 35.0 10.0 65.0 40.0 15.0 30.0 10.0 35.0 35.0 0.0 0.0 0.0
増益 6245.2 12.9 38.7 29.0 24.2 11.3 33.9 17.7 11.3 12.9 30.6 19.4 9.7 54.8 8.1 12.9 11.3 4.8 11.3 0.0
減益 10525.7 6.7 20.0 13.3 19.0 5.7 23.8 7.6 4.8 7.6 21.9 9.5 11.4 41.9 3.8 7.6 8.6 0.0 25.7 4.8
増益 8647.7 17.4 45.3 25.6 38.4 15.1 51.2 20.9 16.3 22.1 41.9 19.8 16.3 62.8 3.5 12.8 37.2 1.2 4.7 1.2
減益 16330.1 11.7 38.7 18.4 37.4 11.0 34.4 12.9 10.4 14.7 31.9 6.1 14.7 41.1 1.8 6.7 22.7 0.6 10.4 0.6
増益 560.0 20.0 60.0 60.0 20.0 40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 100.0 0.0 20.0 80.0 0.0 20.0 60.0 0.0 0.0 0.0
減益 757.1 14.3 57.1 71.4 57.1 14.3 57.1 42.9 0.0 28.6 14.3 14.3 0.0 28.6 0.0 0.0 57.1 0.0 0.0 0.0
増益 2516.0 12.0 20.0 16.0 12.0 4.0 12.0 16.0 12.0 12.0 24.0 12.0 28.0 44.0 4.0 12.0 16.0 0.0 24.0 0.0
減益 5232.7 7.7 21.2 15.4 13.5 13.5 15.4 7.7 7.7 13.5 17.3 9.6 11.5 32.7 3.8 7.7 5.8 1.9 23.1 1.9
増益 4936.7 6.1 28.6 22.4 24.5 14.3 34.7 20.4 8.2 18.4 49.0 8.2 30.6 46.9 6.1 10.2 32.7 0.0 8.2 2.0
減益 6134.4 18.0 27.9 14.8 24.6 9.8 29.5 14.8 9.8 14.8 36.1 11.5 21.3 42.6 1.6 11.5 27.9 1.6 8.2 1.6
増益 955.6 22.2 33.3 22.2 55.6 33.3 22.2 11.1 44.4 11.1 55.6 11.1 22.2 77.8 0.0 11.1 66.7 0.0 0.0 0.0
減益 650.0 16.7 50.0 33.3 83.3 16.7 50.0 33.3 33.3 16.7 83.3 33.3 33.3 83.3 0.0 16.7 33.3 0.0 0.0 0.0
増益 2429.2 4.2 33.3 4.2 16.7 4.2 16.7 8.3 8.3 8.3 25.0 4.2 8.3 20.8 0.0 0.0 4.2 0.0 37.5 4.2
減益 4420.5 2.3 18.2 0.0 13.6 6.8 20.5 6.8 2.3 13.6 18.2 4.5 13.6 25.0 0.0 2.3 4.5 0.0 43.2 4.5
増益 5332.1 13.2 39.6 7.5 32.1 18.9 35.8 24.5 13.2 17.0 50.9 17.0 26.4 24.5 3.8 7.5 28.3 0.0 7.5 0.0
減益 8117.3 19.8 35.8 4.9 29.6 17.3 27.2 11.1 6.2 9.9 29.6 11.1 9.9 16.0 1.2 3.7 16.0 0.0 16.0 3.7
増益 3141.9 25.8 51.6 19.4 41.9 25.8 41.9 19.4 16.1 19.4 64.5 12.9 12.9 25.8 6.5 9.7 45.2 0.0 3.2 0.0
減益 3327.3 15.2 39.4 15.2 42.4 21.2 24.2 21.2 6.1 15.2 36.4 6.1 15.2 27.3 3.0 6.1 21.2 0.0 15.2 0.0

（複数回答：％）
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（注）３年前と比較した経常損益の変化（図表Ⅱ-２-４）で『増益』、『減益』とした企業のみを集計。
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第1節　業務の効率化・合理化　

1　業務の効率化・合理化のために実施している取組　
業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、全体でみると「業務プロセスの見直し・自動化」（38.9％）

が最も高く、「情報化（IT化投資・利活用等）」（36.2％）、「業務の標準化・マニュアル化」（33.9％）の順で続く。

業種別にみると、技術サービス業では「人材の多能工化・兼任化」（43.8％）が4割を占める。専門サービス

業では「情報化（IT化投資・利活用等）」（42.6％）が4割を超える。情報・コンテンツ業では「情報化（IT化投資・

利活用等）」（40.4％）、事業サービス業では「業務プロセスの見直し・自動化」（40.5％）がともに4割を超える。

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「業務の平準化」と「労働環境整備・改善」は高くな

る傾向がみられる。

年間売上高増減別（3年前）にみると、3年前と比べて年間売上高が増加したと回答した企業ほど「仕入費・

物流費・人件費の抑制」は低くなり、「業務プロセスの見直し・自動化」、「業務の標準化・マニュアル化」、「人

材の多能工化・兼任化」が高くなる傾向がみられる。

売上高経常利益率別にみると、赤字と回答した企業は「業務の平準化」（26.6％）と「仕入費・物流費・人件

費の抑制」（21.9％）が、黒字と回答した企業を上回る。

＜事例34＞　顧客企業の営業戦略の一部としてのWebマーケティングの提供
ネット販売をする顧客の商品をターゲット層に向けてインターネット検索結果の上位に表示させる

SEOサービス（検索エンジン最適化）やリスティング広告（ユーザーの検索結果に応じて検索結果画

面に表示される広告）や、それに付随するホームページのデザインを行っている。

Webマーケティングは、他の営業手段に比べ想定する顧客が購買する確度が高いことから普及拡大

しており、この分野に進出する企業も増え競争が激化している。

Web業界は、単純なリスティング広告を反復する方法で消費者獲得に向けた活動をし、顧客企業に

は週に1回程度その成果を報告するようなビジネスモデルが多い。当社では他社との差別化を図り、

少ない顧客企業に質の高いサービスを提供している。

また、顧客企業の営業成果を数値としてオンラインで可視化するシステムを構築し、顧客企業と日々

相談しながらより効果的な広告を行っている。

また日々密接にコミュニケーションを取ることで顧客の不満や疑問を速やかに解消し、顧客満足度

の向上につなげている。

… （インターネット付随サービス業　3〜5人　副都心地域）

第2章 都内中小サービス業のイノベーションへの取組　
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図表Ⅲ-2-1　業務の効率化・合理化に向けての取組

　

　

（複数回答：％）
50

40

30

20

10

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業

1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上
大幅（10％以上）増加
やや（10％未満）増加
ほぼ（±5％未満）横ばい
やや（10％未満）減少
大幅（10％以上）減少

建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 土地家屋調査士事務所
自動車整備業
法律事務所
映像情報制作・配給業

税理士事務所
ソフトウェア業
建築設計業
デザイン業
経営コンサルタント業

n

従
業
者
規
模
別

黒字
赤字

業
　
種
　
別

売
上
高

経
常
利

益
率
別

増益
横ばい
減益

経
常
損
益
の

変
化
別

（
３
年
前
）

無
回
答

そ
の
他

労
働
環
境
整
備・

改
善

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の

活
用（
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー

シ
ン
グ
を
含
む
）

業
務
の
標
準
化・

マニュア
ル
化

仕
入
費・物
流
費・

人
件
費
の
抑
制

業
務
に
お
け
る

作
業
時
間
管
理
の
徹
底

情
報
化

（
I
T
化
投
資・利
活
用
等
）

業
務
の
平
準
化

業
務
プ
ロ
セ
ス
の

見
直
し・自
動
化

人
材
の
多
能
工
化・

兼
任
化

設
備
投
資

（
I
T
化
投
資
を
除
く
）

特
定
　
業
種
別

10

年
間
売
上
高
増
減
別

（
３
年
前
）

40120.4 27.7 38.9 24.9 36.2 23.7 17.2 33.9 22.7 27.2 1.5 0.2
9917.2 32.3 39.4 23.2 40.4 26.3 16.2 24.2 29.3 31.3 2.0 0.0

15520.6 18.7 41.9 27.1 42.6 22.6 11.0 35.5 20.0 21.9 0.0 0.6
7326.0 43.8 30.1 20.5 27.4 23.3 17.8 41.1 23.3 31.5 0.0 0.0
7418.9 24.3 40.5 27.0 25.7 23.0 31.1 36.5 18.9 28.4 5.4 0.0
4323.3 9.3 37.2 32.6 39.5 14.0 4.7 37.2 23.3 25.6 0.0 0.0
5117.6 39.2 45.1 23.5 43.1 19.6 13.7 27.5 27.5 35.3 2.0 0.0
2835.7 39.3 28.6 17.9 39.3 25.0 14.3 39.3 39.3 35.7 0.0 0.0
2429.2 20.8 33.3 20.8 16.7 33.3 25.0 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0
248.3 29.2 50.0 25.0 41.7 20.8 12.5 29.2 20.8 12.5 0.0 4.2
150.0 20.0 33.3 26.7 20.0 20.0 46.7 40.0 13.3 26.7 6.7 0.0
922.2 0.0 11.1 22.2 22.2 11.1 11.1 22.2 11.1 22.2 0.0 0.0
633.3 33.3 16.7 16.7 33.3 33.3 33.3 50.0 0.0 16.7 0.0 0.0

1323.1 7.7 53.8 23.1 61.5 15.4 0.0 30.8 23.1 23.1 0.0 0.0
850.0 12.5 25.0 25.0 12.5 37.5 37.5 25.0 25.0 37.5 0.0 0.0

5812.1 13.8 31.0 13.8 36.2 8.6 19.0 27.6 22.4 12.1 1.7 0.0
9817.3 22.4 37.8 21.4 36.7 22.4 12.2 37.8 23.5 16.3 0.0 0.0
6723.9 28.4 34.3 25.4 38.8 23.9 23.9 25.4 22.4 22.4 4.5 1.5
9025.6 36.7 40.0 30.0 27.8 32.2 15.6 31.1 21.1 35.6 1.1 0.0
7921.5 32.9 49.4 31.6 43.0 27.8 17.7 45.6 25.3 45.6 1.3 0.0
9518.9 33.7 50.5 24.2 47.4 21.1 10.5 41.1 34.7 38.9 1.1 0.0
7524.0 28.0 45.3 21.3 36.0 29.3 10.7 38.7 13.3 33.3 1.3 0.0

12424.2 25.0 32.3 29.0 38.7 25.0 18.5 31.5 22.6 20.2 1.6 0.0
5016.0 24.0 30.0 32.0 20.0 18.0 22.0 28.0 26.0 16.0 0.0 2.0
4812.5 20.8 29.2 16.7 29.2 20.8 29.2 27.1 10.4 22.9 4.2 0.0

32121.8 28.3 39.6 24.9 37.7 25.5 16.2 34.3 22.4 29.6 1.2 0.0
6415.6 25.0 32.8 26.6 29.7 14.1 21.9 32.8 21.9 15.6 3.1 1.6

（注）競争力向上のために実施している取組（図表Ⅲ-１-１）で「業務の効率化・合理化」とした企業のみを集計。

13826.1 32.6 47.8 20.3 40.6 26.1 14.5 32.6 22.5 31.9 2.2 0.0
13520.0 23.7 31.1 27.4 34.8 23.7 12.6 34.8 16.3 23.0 0.7 0.0
11915.1 26.1 37.8 29.4 33.6 19.3 25.2 36.1 29.4 27.7 1.7 0.8
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２　成長性からみた業務の効率化・合理化への取組　
（1）売上高増加企業の業務の効率化・合理化への取組　
3年前と比較して年間売上高が増加した企業における業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、

全体でみると「業務プロセスの見直し・自動化」（48.2%）が最も高く、「情報化（IT化投資・利活用等）」（42.4%）、

「業務の標準化・マニュアル化」（40.0%）の順で続く。

業種別にみると、情報・コンテンツ業では「情報化（IT化投資・利活用等）」（42.6％）が4割を超える。専門サー

ビス業は「業務プロセスの見直し・自動化」（61.0％）が6割を超える。技術サービス業では「人材の多能工化・

兼任化」（50.0％）が5割である。事業サービス業は「業務プロセスの見直し・自動化」（56.3％）と「業務の標準化・

マニュアル化」（56.3％）がともに5割を占める。

従業者規模別にみると、1〜2人と回答した企業では「業務プロセスの見直し・自動化」（61.1％）と「情報化（IT

化投資・利活用等）」（61.1%）がともに6割を超え高い。一方、30人以上と回答した企業では「業務の標準化・マニュ

アル化」（53.7％）が5割を占める。

図表Ⅲ-2-2　売上高増加企業の業務の効率化・合理化に向けての取組

　

　

（複数回答：％）
50

40
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20

10

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業
1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上

n

従
業
者
規
模
別

業

　種

　別

無
回
答

そ
の
他

労
働
環
境
整
備・

改
善

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の

活
用（
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー

シ
ン
グ
を
含
む
）

業
務
の
標
準
化・

マニュア
ル
化

仕
入
費・物
流
費・

人
件
費
の
抑
制

業
務
に
お
け
る

作
業
時
間
管
理
の
徹
底

情
報
化

（
I
T
化
投
資・利
活
用
等
）

業
務
の
平
準
化

業
務
プ
ロ
セ
ス
の

見
直
し・自
動
化

人
材
の
多
能
工
化・

兼
任
化

設
備
投
資

（
I
T
化
投
資
を
除
く
）

17021.2 31.2 48.2 22.9 42.4 24.7 10.6 40.0 25.3 36.5 1.2 0.0
4719.1 27.7 38.3 21.3 42.6 25.5 12.8 25.5 27.7 31.9 2.1 0.0
5922.0 25.4 61.0 25.4 49.2 28.8 5.1 44.1 20.3 33.9 0.0 0.0
3225.0 50.0 31.3 9.4 37.5 25.0 9.4 37.5 31.3 46.9 0.0 0.0
3218.8 28.1 56.3 34.4 34.4 15.6 18.8 56.3 25.0 37.5 3.1 0.0
1816.7 16.7 61.1 5.6 61.1 11.1 5.6 27.8 33.3 16.7 0.0 0.0
3517.1 31.4 42.9 17.1 40.0 25.7 2.9 45.7 31.4 28.6 0.0 0.0
2615.4 42.3 53.8 15.4 50.0 15.4 11.5 26.9 23.1 38.5 7.7 0.0
4427.3 36.4 43.2 31.8 27.3 38.6 15.9 36.4 22.7 43.2 0.0 0.0
4124.4 22.0 48.8 31.7 48.8 22.0 12.2 53.7 22.0 43.9 0.0 0.0

（注）競争力向上のために実施している取組（図表Ⅲ-１-１）で「業務の効率化・合理化」とした企業のうち、３年前と比較した年間売上高の
 変化（図表Ⅱ-２-２）が『増加』とした企業のみを集計。
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（２）売上高減少企業の業務の効率化・合理化への取組　
3年前と比較して年間売上高が減少した企業における業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、

全体でみると「業務プロセスの見直し・自動化」（29.6%）が最も高く、「業務の標準化・マニュアル化」（27.6%）、

「仕入費・物流費・人件費の抑制」（25.5％）の順で続く。

業種別にみると、情報・コンテンツ業では「業務プロセスの見直し・自動化」（47.1％）が5割程度を占め、専門サー

ビス業は「情報化（IT化投資・利活用等）」（31.0％）が3割を超える。技術サービス業では「人材の多能工化・

兼任化」（45.0%）が4割、事業サービス業は「仕入費・物流費・人件費の抑制」（36.8％）が3割を占める。

従業者規模別にみると、1〜2人と回答した企業は「仕入費・物流費・人件費の抑制」（33.3％）が3割を占める。

30人以上と回答した企業では「労働環境整備・改善」（50.0％）が5割である。

図表Ⅲ-2-3　売上高減少企業の業務の効率化・合理化に向けての取組

　

　

（複数回答：％）
50

40

30

20

10

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業
1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上

n

従
業
者
規
模
別

業

　種

　別

無
回
答

そ
の
他

労
働
環
境
整
備・

改
善

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の

活
用（
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー

シ
ン
グ
を
含
む
）

業
務
の
標
準
化・

マニュア
ル
化

仕
入
費・物
流
費・

人
件
費
の
抑
制

業
務
に
お
け
る

作
業
時
間
管
理
の
徹
底

情
報
化

（
I
T
化
投
資・利
活
用
等
）

業
務
の
平
準
化

業
務
プ
ロ
セ
ス
の

見
直
し・自
動
化

人
材
の
多
能
工
化・

兼
任
化

設
備
投
資

（
I
T
化
投
資
を
除
く
）

9814.3 22.4 29.6 24.5 24.5 19.4 25.5 27.6 18.4 19.4 2.0 1.0
1717.6 35.3 47.1 29.4 23.5 29.4 17.6 35.3 29.4 35.3 0.0 0.0
4214.3 7.1 26.2 28.6 31.0 16.7 21.4 28.6 19.0 11.9 0.0 2.4
2020.0 45.0 40.0 25.0 15.0 20.0 30.0 30.0 15.0 20.0 0.0 0.0
195.3 21.1 10.5 10.5 21.1 15.8 36.8 15.8 10.5 21.1 10.5 0.0
185.6 22.2 22.2 22.2 16.7 5.6 33.3 27.8 27.8 16.7 0.0 0.0
3116.1 22.6 29.0 19.4 22.6 16.1 29.0 29.0 19.4 3.2 0.0 0.0
1711.8 11.8 29.4 17.6 23.5 29.4 29.4 17.6 17.6 5.9 5.9 5.9
1723.5 29.4 41.2 41.2 23.5 23.5 11.8 35.3 11.8 41.2 0.0 0.0
147.1 28.6 28.6 28.6 42.9 28.6 21.4 28.6 14.3 50.0 7.1 0.0

（注）競争力向上のために実施している取組（図表Ⅲ-１-１）で「業務の効率化・合理化」とした企業のうち、３年前と比較した年間売上高の
 変化（図表Ⅱ-２-２）が『減少』とした企業のみを集計。



164

３　収益性からみた業務の効率化・合理化への取組　
（1）増益企業の業務の効率化・合理化への取組　
3年前と比較して経常損益が増加した企業（増益企業）の業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、

全体でみると「業務プロセスの見直し・自動化」（47.8%）が最も高く、「情報化（IT化投資・利活用等）」（40.6%）、

「人材の多能工化・兼任化」（32.6%）、「業務の標準化・マニュアル化」（32.6%）の順で続く。

業種別にみると、専門サービス業は「情報化（IT化投資・利活用等）」（59.5％）と「業務プロセスの見直し・

自動化」（57.1％）が6割程度を占める。事業サービス業では「業務プロセスの見直し・自動化」（53.3％）、情報・

コンテンツ業でも「業務プロセスの見直し・自動化」（50.0％）が高い。技術サービス業では「人材の多能工化・

兼任化」（50.0％）が5割である。

従業者規模別にみると、30人以上と回答した企業では「業務プロセスの見直し・自動化」（54.1％）が5割を

占める。1〜2人と回答した企業は「情報化（IT化投資・利活用等）」（52.9％）が5割を超える。

図表Ⅲ-2-4　増益企業の業務の効率化・合理化に向けての取組

　

　

（複数回答：％）
50

40

30

20

10

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業
1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上

n

従
業
者
規
模
別

業

　種

　別

無
回
答

そ
の
他

労
働
環
境
整
備・

改
善

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の

活
用（
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー

シ
ン
グ
を
含
む
）

業
務
の
標
準
化・

マニュア
ル
化

仕
入
費・物
流
費・

人
件
費
の
抑
制

業
務
に
お
け
る

作
業
時
間
管
理
の
徹
底

情
報
化

（
I
T
化
投
資・利
活
用
等
）

業
務
の
平
準
化

業
務
プ
ロ
セ
ス
の

見
直
し・自
動
化

人
材
の
多
能
工
化・

兼
任
化

設
備
投
資

（
I
T
化
投
資
を
除
く
）

（注）競争力向上のために実施している取組（図表Ⅲ-１-１）で「業務の効率化・合理化」とした企業のうち、３年前と比較した経常損益の変化
 （図表Ⅱ-２-４）で『増益』とした企業のみを集計。

13826.1 32.6 47.8 20.3 40.6 26.1 14.5 32.6 22.5 31.9 2.2 0.0
4025.0 32.5 50.0 20.0 37.5 22.5 12.5 25.0 27.5 32.5 5.0 0.0
4223.8 28.6 57.1 23.8 59.5 40.5 9.5 40.5 21.4 31.0 0.0 0.0
2634.6 50.0 23.1 15.4 34.6 11.5 7.7 30.8 26.9 30.8 0.0 0.0
3023.3 23.3 53.3 20.0 23.3 23.3 30.0 33.3 13.3 33.3 3.3 0.0
1717.6 29.4 47.1 5.9 52.9 17.6 17.6 17.6 23.5 11.8 5.9 0.0
2828.6 35.7 42.9 17.9 35.7 28.6 3.6 46.4 25.0 21.4 0.0 0.0
2025.0 25.0 50.0 15.0 45.0 15.0 15.0 20.0 25.0 25.0 10.0 0.0
3333.3 33.3 45.5 27.3 33.3 39.4 24.2 27.3 18.2 36.4 0.0 0.0
3721.6 32.4 54.1 27.0 43.2 24.3 10.8 43.2 21.6 48.6 0.0 0.0
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（２）減益企業の業務の効率化・合理化への取組　
3年前と比較して経常損益が減少した企業（減益企業）の業務の効率化・合理化に向けての取組（複数回答）は、

全体でみると「業務プロセスの見直し・自動化」（37.8%）が最も高く、「業務の標準化・マニュアル化」（36.1%）、

「情報化（IT化投資・利活用等）」（33.6%）の順で続く。

業種別にみると、情報・コンテンツ業では「業務プロセスの見直し・自動化」（50.0％）が5割である。専門サー

ビス業は「情報化（IT化投資・利活用等）」（36.5％）が3割を占める。技術サービス業では「人材の多能工化・

兼任化」（43.5％）、「業務プロセスの見直し・自動化」（43.5％）、「業務の標準化・マニュアル化」（43.5%）、「労

働環境整備・改善」（43.5％）がいずれも4割を占め、事業サービス業は「仕入費・物流費・人件費の抑制」（40.9％）

と「業務の標準化・マニュアル化」（40.9%）がともに4割を超える。

従業者規模別にみると、1〜2人と回答した企業は「仕入費・物流費・人件費の抑制」（31.3％）と「アウトソー

シングの活用（クラウドソーシングを含む）」（31.3％）がともに3割を超える。30人以上と回答した企業では「業

務プロセスの見直し・自動化」（55.0％）、「情報化（IT化投資・利活用等）」（55.0％）、「労働環境整備・改善」（55.0％）

がいずれも5割を占める。

図表Ⅲ-2-5　減益企業の業務の効率化・合理化に向けての取組

　

　

（複数回答：％）
50

40

30

20

10

0

今回調査（全体）
情報・コンテンツ業
専門サービス業
技術サービス業
事業サービス業
1～2人
3～5人
6～9人
10～29人
30人以上

n

従
業
者
規
模
別

業

　種

　別

無
回
答

そ
の
他

労
働
環
境
整
備・

改
善

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の

活
用（
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー

シ
ン
グ
を
含
む
）

業
務
の
標
準
化・

マニュア
ル
化

仕
入
費・物
流
費・

人
件
費
の
抑
制

業
務
に
お
け
る

作
業
時
間
管
理
の
徹
底

情
報
化

（
I
T
化
投
資・利
活
用
等
）

業
務
の
平
準
化

業
務
プ
ロ
セ
ス
の

見
直
し・自
動
化

人
材
の
多
能
工
化・

兼
任
化

設
備
投
資

（
I
T
化
投
資
を
除
く
）

（注）競争力向上のために実施している取組（図表Ⅲ-１-１）で「業務の効率化・合理化」とした企業のうち、３年前と比較した経常損益の変化
 （図表Ⅱ-２-４）で『減益』とした企業のみを集計。

11915.1 26.1 37.8 29.4 33.6 19.3 25.2 36.1 29.4 27.7 1.7 0.8
224.5 36.4 50.0 18.2 45.5 13.6 18.2 36.4 45.5 40.9 0.0 0.0
5217.3 15.4 32.7 34.6 36.5 17.3 21.2 30.8 21.2 17.3 0.0 1.9
2321.7 43.5 43.5 26.1 17.4 30.4 26.1 43.5 26.1 43.5 0.0 0.0
2213.6 22.7 31.8 31.8 31.8 18.2 40.9 40.9 36.4 22.7 9.1 0.0
160.0 12.5 18.8 25.0 18.8 6.3 31.3 25.0 31.3 12.5 0.0 0.0
339.1 18.2 30.3 18.2 36.4 12.1 24.2 33.3 33.3 15.2 0.0 0.0
2119.0 28.6 38.1 33.3 28.6 19.0 28.6 38.1 28.6 23.8 4.8 4.8
2520.0 40.0 44.0 36.0 28.0 28.0 16.0 32.0 20.0 36.0 0.0 0.0
2025.0 30.0 55.0 40.0 55.0 30.0 35.0 50.0 40.0 55.0 5.0 0.0
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第２節　新サービス・新製品開発　

1　新サービス・新製品開発の状況　
（1）新サービス・新製品開発への取組　
過去3年間における新しいサービス・製品開発への取組は、全体でみると「取り組んでいない（必要性を感

じていない）」（51.3％）が最も高く、「取り組んだ・取り組んでいる」（20.5％）、「取り組みたいができない」（18.7％）

の順で続く。

業種別にみると、他の業種に比べて情報・コンテンツ業は「取り組んだ・取り組んでいる」（33.5％）、「取り

組みたいができない」（23.3％）、「取り組んでいたが途中でやめてしまった」（5.6％）が高く、専門サービス業は「取

り組んでいない（必要性を感じていない）」（57.7％）が高い。

特定10業種別にみると、他の業種に比べてソフトウェア業では「取り組んだ・取り組んでいる」（34.7％）と「取

り組みたいができない」（26.3％）が高い。

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて30人以上と回答した企業は「取り組んだ・取り組んでいる」

（33.9％）が高い。

年間売上高増減別（3年前）にみると、大幅（10％以上）増加と回答した企業は「取り組んだ・取り組んでいる」

（39.0％）が約4割を占める。

他社との競争状況別（3年前）にみると、他の区分に比べてかなり緩和したと回答した企業は「取り組んだ・

取り組んでいる」（40.0％）が4割と高い。

＜事例36＞　プロフェッショナルが集い、困りごとを解決できる会社
大学での指導経験がある当社の社長は、IT関連ではどのような相談にも対応できる幅広い見識や人

脈がある。複雑で開発の目途が立てられない特殊案件への対応方針を整理したり、頓挫したシステム
開発プロジェクトを完成に導いたり、といった高度なコンサルティングが当社の業務内容である。
顧客が相談先を見つけられない困りごとを当社が引き受けるため、他社との競争が存在しない。進

歩の著しいIT業界ではアンテナを広げ最新の情報を収集し毎日勉強する必要があるため、人脈構築と
情報入手を怠らず、社外の連携先との関係性にも気を配る。
顧客の問題が解決したときの達成感は、社長にとりかけがえのないものである。顧客の気持ちを考え、

案件ごとに最適なプロフェッショナルを選任しコンサルティングを行う姿勢が一貫している。
… （ソフトウェア業　3〜5人　副都心地域）

＜事例35＞　AI・ディープラーニングを活用した新サービスの展開
当社はセキュリティソフトウェアの販売やITシステムの受託開発等のサービスを提供している。AI

及びディープラーニング分野における最先端技術を背景とした提案力を強みとして、システム導入ま
でのコンサルティングを行っており、IT業界でも当該分野で開発を行う技術を持つ企業はそう多くな
い。
また、これまで培った自然言語分野解析と画像解析で先行していたAI及びディープラーニング技術

を融合することにより、精度の高い解析や今まで機械では難しかった判定を可能にするサービスを開
発・提供している。例えばインターネット上の詐欺等の脅威を未然に防ぐセキュリティソフトウェア
の開発等、今後も様々な業界での需要の拡大が見込まれる。
… （ソフトウェア業　30人以上　副都心地域）
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図表Ⅲ-2-6　新サービス・新製品開発への取組

情報・コンテンツ業

専門サービス業

技術サービス業

事業サービス業

税理士事務所

ソフトウェア業

建築設計業

デザイン業

経営コンサルタント業

建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 

土地家屋調査士事務所
自動車整備業

法律事務所

映像情報制作・配給業

今回調査
（全体）

別
種
業

定
特

　

別
種
業
10

１～２人

３～５人

６～９人

10～29人

30人以上

従
業
者
規
模
別

大幅（１０％以上）増加

やや（１０％未満）増加

ほぼ（±５％未満）横ばい

大幅（１０％以上）減少

やや（１０％未満）減少

年
間
売
上
高
増
減
別（
３
年
前
）

かなり激化した

やや激化した

変わらない

かなり緩和した

やや緩和した

他
社
と
の
競
争
状
況
別（
３
年
前
）

黒字

赤字

売
上
高
経
常

利
益
率
別

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

増益

横ばい

減益

経
常
損
益
の
変
化
別

（
３
年
前
）

40歳未満

40歳代

50歳代

60～64歳

65～69歳

70歳以上

代
表
者
の
年
齢
別

267

262

186

123

106

95

71

68

58

57

2,263

n

520

851

388

493

無回答取り組んだ・
取り組んでいる

取り組んでいない
（必要性を感じて

いない）

取り組みたいが
できない

取り組んでいたが
途中でやめて

しまった

753

560

308

341

251

290

360

796

398

374

1,602

557

239

543

1,364

10

36

57

306

585

358

342

572

518

987

697

16.2 12.5 60.8 4.6 5.8

10.3 9.6 66.0 8.6 5.5

10.3 7.9 65.0 9.2 7.6

20.5 3.9 18.7 51.3 5.4

33.5 5.6 23.3 33.7 4.0

16.0 4.2 16.2 57.7 5.9

20.4 2.8 18.6 54.1 4.1

14.8 2.42.4 18.7 57.0 7.1

8.6 4.9 13.5 65.2 7.9

34.7 5.3 26.3 32.1 1.51.5

18.8 1.61.6 18.8 57.5 3.2

22.8 4.9 17.9 50.4 4.1

33.0 5.7 14.2 44.3 2.8

13.7 3.2 22.1 56.8 4.2

9.9 2.8 15.5 66.2 5.6

7.4 1.51.5 14.7 61.8 14.7

3.4
0.00.0

6.9 84.5 5.2

21.1 10.5 19.3 40.4 8.8

13.7 4.2 15.4 60.6 6.1

19.1 4.1 19.1 52.0 5.7

19.8 4.2 24.0 46.8 5.2

29.0 4.4 19.9 41.6 5.0

33.9 2.42.4 19.9 42.2 1.61.6

39.0 3.4 16.9 38.6 2.12.1

27.2 2.8 20.3 43.3 6.4

15.8 3.6 18.6 56.9 5.0

11.5 4.3 20.3 59.9 4.0

19.3 5.5 18.6 49.5 7.0

21.0 3.6 18.7 51.7 4.9

19.2 5.6 20.1 49.7 5.4

31.7 3.3 18.0 42.9 4.2

16.3 3.4 17.7 57.4 5.1

18.5 5.5 22.1 49.1 4.9

28.1 8.8 19.3 40.4 3.5

26.5 6.2 22.2 39.9 5.2

26.5 5.0 21.9 44.6 2.12.1

19.6 2.52.5 19.3 53.6 5.0

17.8 2.9 17.3 55.6 6.4

12.8 2.62.6 14.9 61.4 8.4

27.2 7.9 23.4 39.3 2.12.1

26.3 6.8 19.9 42.9 4.1

17.3 2.32.3 17.7 57.7 4.9

22.2 2.8 30.6 38.9 5.6

40.0 0.00.0 10.0 40.0 10.0



168

（２）競争力向上のための取組と新サービス・新製品の開発　
過去3年間における新しいサービス・製品の開発への取組を競争力向上のための取組の実施有無別にみると、

競争力向上への取組ありと回答した企業は「取り組んだ・取り組んでいる」（23.8％）が2割を占める。一方、

競争力向上への取組なしと回答した企業では「取り組んだ・取り組んでいる」（5.0％）が1割にみたない。

競争力向上への取組の実施有無別・経常損益の変化別（3年前）にみると、競争力向上への取組ありと回答

した企業のうち、増益と回答した企業では、「取り組んだ・取り組んでいる」（34.8％）が横ばい、減益と回答し

た企業に比べて高い。

図表Ⅲ-2-7　過去３年間における新サービス・新製品開発への取組（競争力向上への取組の実施有無別）

競争力向上への取組あり

競争力向上への取組なし

今回調査
（全体）

増益

横ばい

減益

増益

横ばい

減益

競
争
力
向
上
へ
の
取
組
の

実
施
有
無
別
・
経
常
損
益
の

変
化
別
（
３
年
前
）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

競
争
力
向
上
へ
の

取
組
の
実
施
有
無
別 競

争
力
向
上
へ
の

取
組
あ
り

競
争
力
向
上
へ
の

取
組
な
し

2,263

n

1,871

338

無回答取り組んだ・
取り組んでいる

取り組んでいない
（必要性を感じていない）

取り組みたいが
できない

取り組んでいたが
途中でやめて

しまった

466

789

570

47

167

112

20.5 3.9 18.7 51.3 5.4

23.8 4.4 20.7 47.0 4.1

5.0 1.21.2 9.2 79.6 5.0

34.8 3.6 18.7 39.5 3.4

19.1 4.3 20.3 53.1 3.2

21.2 5.6 24.4 44.6 4.2

4.3 0.00.0 12.8 78.7 4.3

4.8 0.00.0 6.6 83.2 5.4

6.3 3.6 12.5 75.0 2.7

（注） 競争力向上のために実施している取組（図表Ⅲ-１-１）で「人脈・ネットワーク力の向上」、「Web等、広告宣伝の充実」、
 「顧客ニーズの把握」、「企画提案力・情報提供力の向上」、「新規顧客の開拓」、「新たな市場の開拓」、
 「積極的な顧客とのコミュニケーション」、「顧客サポートや附随的サービス （アフターケア等）の充実」、
 「自社ブランドの構築・確立」、「提供時間・処理時間・納期の短縮」、「サービス・製品の質の向上」、
 「独自サービス・製品の提供」、「難注文への対応」、「専門性の向上」、「研究開発の強化」、「他企業等との連携」、
 「業務の効率化・合理化」、「その他」を選択した企業を競争力向上への取組ありとし、「特になし」とした企業を
 競争力向上への取組なしとした。
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（３）業種別・従業者規模別・売上増減別新サービス・新製品開発への取組　
過去3年間における新しいサービス・製品の開発への取組を業種別・従業者規模別・売上増減別にみると、

事業サービス業の30人以上と回答した企業を除き「取り組んだ・取り組んでいる」では売上増加と回答した企

業が売上減少と回答した企業を上回る。

技術サービス業の1〜2人と回答した企業では「取り組みたいができない」は売上増加と回答した企業が売

上減少と回答した企業を大きく上回る。専門サービス業の30人以上と回答した企業では「取り組んでいない（必

要性を感じていない）」は売上減少と回答した企業が売上増加と回答した企業に比べて大きく上回る。事業サー

ビス業の3〜 29人と回答した企業では「取り組みたいができない」は売上減少と回答した企業が売上増加と回

答した企業に比べて大きく上回る。

図表Ⅲ-2-8　新サービス・新製品開発への取組（業種別・従業者規模別・売上増減別）

（注）３年前と比較した年間売上高の変化（図表Ⅱ-２-２）で『増加』とした企業を「売上増加」、
 『減少』とした企業を「売上減少」として集計。

n

売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少
売上増加
売上減少

１～２人

３～29人

30人以
上

１～２人

３～29人

30人以
上

１～２人

３～29人

30人以
上

今回調査（全体）

（％）

１～２人

３～29人

30人以
上

取
り
組
ん
だ
・

取
り
組
ん
で
い
る

取
り
組
ん
で
い
た
が

途
中
で
や
め
て
し
ま
っ
た

取
り
組
み
た
い
が
で
き
な
い

取
り
組
ん
で
い
な
い

（
必
要
性
を
感
じ
て
い
な
い
）

無
回
答

専
門
サ
ー
ビ
ス
業

情
報
・

コ
ン
テ
ン
ツ
業

技
術
サ
ー
ビ
ス
業

事
業
サ
ー
ビ
ス
業

2,263
26
39

114
85
55
11
79

133
116
175

7
7

19
69
68
59
11
3

21
64
61
81
53
27

34.6 3.8 26.9 30.8 3.8
23.1 15.4 17.9 43.6 0.0
47.4 1.8 19.3 28.1 3.5
29.4 8.2 29.4 28.2 4.7
45.5 1.8 16.4 36.4 0.0
36.4 9.1 27.3 27.3 0.0
32.9 2.5 10.1 49.4 5.1
9.0 5.3 18.0 60.2 7.5

25.0 6.9 22.4 42.2 3.4
12.6 3.4 19.4 59.4 5.1
71.4 0.0 14.3 14.3 0.0
28.6 0.0 14.3 57.1 0.0
21.1 0.0 26.3 52.6 0.0
14.5 7.2 8.7 66.7 2.9
25.0 1.5 23.5 48.5 1.5
20.3 1.7 27.1 44.1 6.8
45.5 0.0 27.3 18.2 9.1
33.3 0.0 0.0 66.7 0.0
19.0 4.8 14.3 52.4 9.5
3.1 1.6 9.4 70.3 15.6

23.0 3.3 9.8 52.5 11.5
12.3 4.9 25.9 53.1 3.7
20.8 1.9 22.6 50.9 3.8
33.3 0.0 18.5 48.1 0.0

20.5 3.9 18.7 51.3 5.4
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（４）業種別・従業者規模別・増益減益別新サービス・新製品開発への取組　
過去3年間における新しいサービス・製品の開発への取組を業種別・従業者規模別・増益減益別にみると、情報・

コンテンツ業の1〜2人と回答した企業を除き「取り組んだ・取り組んでいる」は増益と回答した企業が減益

と回答した企業を上回る。

専門サービス業では全ての従業者規模で「取り組みたいができない」は増益と回答した企業に比べて減益と

回答した企業が高い。事業サービス業のうち30人以上と回答した企業では「取り組みたいができない」は減益

と回答した企業が増益と回答した企業に比べて大きく上回る。また技術サービス業のうち1〜2人と回答した

企業では「取り組みたいができない」が減益と回答した企業に比べて増益と回答した企業が高い。

図表Ⅲ-2-9　新サービス・新製品開発への取組（業種別・従業者規模別・増益減益別）

（注）  ３年前と比較した経常利益の変化（図表Ⅱ-２-４）で『増益』、『減益』とした企業のみを集計。

2,263

n

１～２人

３～29人

30人以
上

１～２人

３～29人

30人以
上

１～２人

３～29人

30人以
上

今回調査（全体）

１～２人

３～29人

30人以
上

取
り
組
ん
だ
・

取
り
組
ん
で
い
る

取
り
組
ん
で
い
た
が

途
中
で
や
め
て
し
ま
っ
た

取
り
組
み
た
い
が
で
き
な
い

取
り
組
ん
で
い
な
い

（
必
要
性
を
感
じ
て
い
な
い
）

無
回
答

20.5 3.9 18.7 51.3 5.4
増益 2520.0 8.0 16.0 52.0 4.0
減益 2222.7 18.2 18.2 40.9 0.0
増益 9247.8 2.2 20.7 25.0 4.3
減益 8435.7 9.5 26.2 23.8 4.8
増益 4647.8 2.2 23.9 26.1 0.0
減益 2045.0 5.0 15.0 35.0 0.0
増益 6227.4 3.2 11.3 51.6 6.5
減益 10511.4 6.7 21.9 54.3 5.7
増益 8620.9 5.8 20.9 46.5 5.8
減益 16314.7 3.7 23.3 52.8 5.5
増益 580.0 0.0 0.0 20.0 0.0
減益 742.9 0.0 28.6 28.6 0.0
増益 2516.0 0.0 20.0 64.0 0.0
減益 5215.4 9.6 9.6 61.5 3.8
増益 4930.6 2.0 18.4 42.9 6.1
減益 6119.7 3.3 26.2 47.5 3.3
増益 966.7 0.0 22.2 11.1 0.0
減益 633.3 0.0 33.3 16.7 16.7
増益 2412.5 4.2 16.7 58.3 8.3
減益 449.1 2.3 15.9 65.9 6.8
増益 5320.8 1.9 11.3 62.3 3.8
減益 8116.0 4.9 22.2 51.9 4.9
増益 3132.3 3.2 19.4 41.9 3.2
減益 3315.2 0.0 36.4 48.5 0.0

専
門
サ
ー
ビ
ス
業

情
報
・

コ
ン
テ
ン
ツ
業

技
術
サ
ー
ビ
ス
業

事
業
サ
ー
ビ
ス
業

（％）
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２　提供・販売状況　
新しく開発されたサービス・製品の提供・販売状況は、全体でみると「顧客に提供・販売している」（63.9％）

が6割を占めるのに対し、「現在開発中（顧客には提供・販売していない）」（33.3％）は3割を占める。

業種別にみると、事業サービス業では「顧客に提供・販売している」（69.9％）が約7割を占める。また、専門サー

ビス業（67.6％）と情報・コンテンツ業（62.6％）も6割を超える。技術サービス業では、他の業種に比べて「現

在開発中（顧客には提供・販売していない）」（43.0％）が高く4割を超える。

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて6〜9人と回答した企業では「顧客に提供・販売している」

（73.8％）が高く7割を占める。

売上高経常利益率別にみると、黒字では「顧客に提供・販売している」（67.4％）が7割程度を占める。

図表Ⅲ-2-10　新サービス・新製品の提供・販売状況

情報・コンテンツ業

専門サービス業

技術サービス業

事業サービス業

今回調査
（全体）

別
種
業

大幅（１０％以上）増加

やや（１０％未満）増加

ほぼ（±５％未満）横ばい

大幅（１０％以上）減少

やや（１０％未満）減少

年
間
売
上
高
増
減
別（
３
年
前
）

黒字

赤字

売
上
高
経
常

利
益
率
別

増益

横ばい

減益

経
常
損
益
の
変
化
別

（
３
年
前
）

40歳未満

40歳代

50歳代

65～69歳

60～64歳

70歳以上

代
表
者
の
年
齢
別

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

１～２人

３～５人

６～９人

10～29人

30人以上

従
業
者
規
模
別

n
無回答顧客に提供・販売している 現在開発中

（顧客には提供・販売していない）

465

174

136

79

73

103

107

61

99

85

113

98

126

43

77

337

107

164

161

129

16

81

155

70

61

73

63.9 33.3 2.82.8

62.6 35.1 2.32.3

67.6 29.4 2.9

54.4 43.0 2.52.5

69.9 26.0 4.1

63.1 33.0 3.9

57.9 41.1 0.90.9

73.8 23.0 3.3

62.6 34.3 3.0

65.9 30.6 3.5

69.0 29.2 1.81.8

70.4 28.6 1.01.0

63.5 33.3 3.2

58.1 39.5 2.32.3

54.5 40.3 5.2

67.4 30.0 2.72.7

52.3 45.8 1.91.9

68.9 28.7 2.42.4

65.8 32.9 1.21.2

55.8 39.5 4.7

62.5 37.5 0.0

60.5 37.0 2.52.5

65.2 34.2 0.60.6

65.7 31.4 2.9

57.4 36.1 6.6

65.8 28.8 5.5

（注）  新サービス・新製品開発への取組（図表Ⅲ-２-６）で「取り組んだ・取り組んでいる」とした企業のみを集計。
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３　新サービス・新製品の売上高に占める割合　
（1）売上高に占める新サービス・新製品の割合
新しく開発されたサービス・製品の年間売上高に占める割合は、全体でみると「20%未満」（52.5%）が最も高く、

「20 〜 40%未満」（22.9%）、「40 〜 60%未満」（7.4%）、「80%以上」（4.7%）の順で続く。

業種別にみると、事業サービス業では「20%未満」（64.7％）が6割を占める。他の業種に比べて専門サービ

ス業では「20 〜 40%未満」（30.4％）が高い。

特定10業種別にみると、建物サービス業は「20%未満」（80.0%）が8割である。経営コンサルタント業と映

像情報制作・配給業では「20 〜 40%未満」（44.4%）がともに4割を占める。

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて30人以上と回答した企業では「20%未満」（75.0%）が7割

を占め高く、「20 〜 40%未満」（7.1%）は1割にみたない。

＜事例37＞　データ変換専門サービスによるリピート顧客の獲得
医療機器メーカーや製薬会社向けに医薬品や医療機器の添付文書をPMDA（独立行政法人医薬品医

療機器総合機構）提出用データへ作成変換するサービスや、有価証券報告書を金融庁提出用データへ

変換するサービスを行っている。

厚生労働省PMDAや金融庁EDNET提出用有価証券報告書等、所定形式でデータを作成提出する必

要があり、これらの提出書類の作成・提出を要する企業にとっては、書類をいかに効率的に作成する

かが課題となっている。

当社では、このようなデータ変換専門サービスに特化したサービスを提供している。特に、PMDA

提出用添付文書SGML・XML作成・変換サービスでは変換件数、顧客数で高いシェアを誇り、変換作

業のリピート率も極めて高い。最近は、これまで培った変換技術を活かして、PDFを編集可能なデー

タに移行するような新サービスを提供している。

今後もデータ変換の専門家集団としてシステムの自社開発をすることを含めて、より利便性の高い

サービスを顧客に提供することを目指している。

… （その他の事業サービス業　10 〜 29人　城南地域）
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図表Ⅲ-2-11　新サービス・新製品の年間売上高に占める割合

情報・コンテンツ業

専門サービス業

技術サービス業

事業サービス業

税理士事務所

ソフトウェア業

建築設計業

デザイン業

経営コンサルタント業

建物サービス業
公証人役場, 司法書士事務所, 

土地家屋調査士事務所
自動車整備業

映像情報制作・配給業

今回調査
（全体）

別
種
業

定
特

　

別
種
業
10

１～２人

３～５人

６～９人

10～29人

30人以上

従
業
者
規
模
別

大幅（１０％以上）増加

やや（１０％未満）増加

ほぼ（±５％未満）横ばい

大幅（１０％以上）減少

やや（１０％未満）減少

年
間
売
上
高
増
減
別（
３
年
前
）

かなり激化した

やや激化した

変わらない

かなり緩和した

やや緩和した

他
社
と
の
競
争
状
況
別（
３
年
前
）

黒字

赤字

売
上
高

経
常
利
益
率
別

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

増益

横ばい

減益

経
常
損
益
の
変
化
別

（
３
年
前
）

40歳未満

40歳代

50歳代

60～64歳

65～69歳

70歳以上

代
表
者
の
年
齢
別

17

55

16

20

27

10

5

4

9

297

n

109

92

43

51

無回答20%未満 60～80%未満40～60%未満20～40%未満

65

62

45

62

56

78

69

80

42

25

227

56

40

91

152

4

6

10

49

101

46

35

48

113

106

72

80%以上

（注）１．新サービス・新製品の提供・販売状況（図表Ⅲ-２-10）で「顧客に提供・販売している」とした企業のみを集計。
 ２．法律事務所は該当なしのため省略した。

75.0 7.1 1.81.8 1.81.8 5.4 8.9

52.5 22.9 7.4 2.42.4 4.7 10.1

57.8 19.3 10.1 0.90.94.6 7.3

40.2 30.4 9.8 2.22.2 4.3 13.0

48.8 27.9 2.32.3 2.32.3 9.3 9.3

64.7 13.7 2.02.0 5.9 2.02.0 11.8

47.1 17.6 5.9 0.00.0 5.9 23.5

63.6 20.0 7.3 1.81.8 1.81.8 5.5

31.3 31.3 0.00.00.00.0 25.0 12.5

60.0 25.0 5.0 5.0 5.0 0.00.0

22.2 44.4 14.8 3.7 3.7 11.1

80.0 10.0 0.00.0
0.00.0

0.00.0
10.0

60.0
0.00.0

0.00.0
0.00.00.00.0 40.0

50.0 25.0 0.00.00.00.0
0.00.0

0.00.0
25.0

33.3 44.4 22.2 0.00.0
0.00.0
0.00.0

38.5 29.2 12.3 4.6 9.2 6.2

48.4 25.8 3.2 3.2 1.61.6 17.7

53.3 26.7 8.9
0.00.0

2.22.2 8.9

54.8 22.6 9.7 1.61.6 3.2 8.1

47.4 21.8 10.3 3.8 6.4 10.3

46.4 26.1 10.1 2.9 2.9 11.6

57.5 23.8 3.8
0.00.0

5.0 10.0

64.0 16.0 8.0 0.00.0
0.00.0 12.0

57.1 19.0 4.8 4.8 7.1 7.1

52.9 22.9 7.9 1.81.8 4.8 9.7

48.2 23.2 5.4 5.4 5.4 12.5

53.1 19.5 8.0 3.5 4.4 11.5

50.9 24.5 7.5 0.90.94.7 11.3

54.2 25.0 6.9 2.8 5.6 5.6

30.0 30.0 20.0 0.00.0 10.0 10.0

55.1 14.3 8.2 10.2 2.02.0 10.2

53.5 26.7 7.9 1.01.0 4.0 6.9

58.7 23.9 6.5 2.22.2 2.22.2 6.5

54.3 20.0 5.7
0.00.0
2.9 17.1

50.0 20.8 4.2
0.00.0

10.4 14.6

57.5 25.0 2.52.5 2.52.5 7.5 5.0

48.4 24.2 7.7 4.4 3.3 12.1

53.9 20.4 9.2 1.31.3 5.3 9.9

50.0 50.0 0.00.00.00.00.00.00.00.0

50.0 25.0 0.00.0
0.00.0

0.00.0
25.0
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（２）売上高増加企業の売上高に占める新サービス・新製品の割合　
3年前と比較して年間売上高が増加した企業において、新しく開発されたサービス・製品の年間売上高に占

める割合は、「20％未満」（46.9%）が最も高く、次いで「20 〜 40％未満」（23.8%）の順で続く。

業種別にみると、事業サービス業では『60％以上』（22.3%）が2割を超える。

従業者規模別にみると、1〜2人と回答した企業では『60％以上』（11.4％）が1割を超える。

図表Ⅲ-2-12　売上高増加企業の新サービス・新製品が年間売上高に占める割合

情報・コンテンツ業

専門サービス業

技術サービス業

事業サービス業

今回調査
（全体）

別
種
業

１～２人

３～５人

６～９人

10～29人

30人以上

従
業
者
規
模
別

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

n
無回答20%未満 60～80%未満40～60%未満20～40%未満 80%以上

（注）新サービス・新製品の提供・販売状況（図表Ⅲ-２-10）で「顧客に提供・販売している」とした企業のうち、３年前と比較した
 年間売上高の変化（図表Ⅱ-２-２）が『増加』とした企業のみを集計。

147

63

51

14

18

35

25

17

30

34

46.9 23.8 10.2 3.4 4.8 10.9

57.1 15.9 12.7 1.61.6 4.8 7.9

37.3 33.3 11.8 2.02.0 2.02.0 13.7

28.6 42.9 0.00.0 14.3 14.3

50.0 11.1 5.6 16.7 5.6 11.1

31.4 34.3 14.3 5.7 5.7 8.6

40.0 32.0 4.0 4.0 0.0 20.0

47.1 29.4 11.8 0.00.0 5.9 5.9

46.7 16.7 16.7 3.3 3.3 13.3

73.5 5.9 2.9 2.9 5.9 8.8

＜事例38＞　顧客に徹底して寄り添う姿勢がヒット商品を生み出す
業務システムの画面デザインやIT機器のプロダクトデザインを担う当社は、顧客企業の製品開発を

デザインの面からサポートし、商品や技術を世間に送り出している。

同じ技術でも使用するシーンが変わる場合、提供する製品やサービスのデザインも変わる可能性が

あることから、顧客が持つ技術を最終的にユーザーへどのように提供するのかを重視している。顧客

の新しいアイデアや想いをデザインし形にしていく仕事のため、技術的には専門外の分野も一から勉

強していかなければならないことから苦労も多い。しかし、顧客の希望に徹底的に寄り添い、顧客が

気づかない隠れたニーズを形にしていくことで、世間が欲しているヒット商品を生み出すこともでき

た。

経営の一翼も担うリーダー格の社員たちは、技術の進歩やそれに伴う様々なニーズが次々と生まれ

ていること、そのニーズを取り込もうとする動きがあると感じ、新たなアイデアの発掘に余念がない。

… （デザイン業　10 〜 29人　副都心地域）
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（３）売上高減少企業の売上高に占める新サービス・新製品の割合　
3年前と比較して年間売上高が減少した企業において、新しく開発されたサービス・製品の年間売上高に占

める割合は「20％未満」（59.7%）が最も高く、次いで「20 〜 40％未満」（17.9%）の順で続く。

業種別にみると、他の業種に比べて事業サービス業では「20％未満」（73.3%）が高く7割を占める。

従業者規模別にみると、30人以上と回答した企業では「20％未満」（80.0%）が8割である。

図表Ⅲ-2-13　売上高減少企業の新サービス・新製品が年間売上高に占める割合

情報・コンテンツ業

専門サービス業

技術サービス業

事業サービス業

今回調査
（全体）

別
種
業

１～２人

３～５人

６～９人

10～29人

30人以上

従
業
者
規
模
別

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

n
無回答20%未満 60～80%未満40～60%未満20～40%未満 80%以上

（注）新サービス・新製品の提供・販売状況（図表Ⅲ-２-10）で「顧客に提供・販売している」とした企業のうち、３年前と比較した
 年間売上高の変化（図表Ⅱ-２-２）が『減少』とした企業のみを集計。

67

20

22

10

15

18

12

14

12

10

59.7 17.9 6.0 3.0 4.5 9.0

65.0 15.0 10.0 0.00.0
0.00.0 10.0

54.5 13.6 4.5 4.5 9.1 13.6

40.0 20.0 10.0 10.0 10.0 10.0

73.3 26.7 0.00.0 0.0
0.00.0

0.00.0

50.0 16.7 11.1 5.6 11.1 5.6

58.3 25.0 0.00.0 8.3 0.00.0 8.3

71.4 7.1 7.1 0.00.0
0.00.0 14.3

50.0 33.3 8.3 0.00.0 8.3 0.0

80.0 10.0 0.00.0
0.00.0

0.00.0
10.0

＜事例39＞　金融業向けに特化した雑誌の出版
金融情報誌の発行や金融機関の定期刊行物などの制作、金融関連のWebサイト制作が主力業務であ

る。顧客は金融機関がほとんどを占めており、これまで金融機関向けに特化した機関誌を制作してきた。

金融商品に関する専門知識や業界のトレンド等について、専門のライターを抱えることで、金融機

関が欲しい情報を提供することが可能となっている。

新サービスとして個人投資家向けの情報提供サービスも開始しており、今後も金融業界に特化した

サービスで事業拡大を目指していく。

… （出版業　10 〜 29人　副都心地域）




